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Ⅰ 本プロポーザルの目的 

本プロポーザルは，高等技術専門校新築等設計業務に当たり，選定方法の公平性等を確

保しつつ，より優れた設計者を選定するため，公募型プロポーザル方式により広く提案を

求め，この業務に最も適した設計業務委託候補者（以下「設計候補者」という。）を選定

します。 

 

 

Ⅱ 一般事項 

１ 名  称 高等技術専門校新築等設計公募型プロポーザル 
 

２ 主 催 者 宮城県 
 

３ 選定方式 本プロポーザルは２段階の選定方式とします。 
 

４ 事 務 局 宮城県土木部営繕課 

       担当：企画調査班 

       〒980-8570  宮城県仙台市青葉区本町三丁目８番１号 

       TEL：022-211-3264 

       FAX：022-211-3190 

       E-Mail：eizenp@pref.miyagi.lg.jp 

       営繕課ホームページ（以下｢営繕課ＨＰ」という｡）： 

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/eizen/ 

 

 

 

Ⅲ 参加申込者の資格要件等 

１ 参加申込者の資格要件 

本プロポーザルに参加を申し込む建築設計事務所（以下｢参加申込者」という｡）の必

要な資格は，参加申込み締切日時点において次の各号に該当することです。 

なお，参加できる者は，単体企業とします。 

（１）宮城県建設関連業務競争入札参加資格承認者名簿（業種｢建築設計｣に限る｡）に

登録されたＡ等級の格付けを有する者であること。 

（２）本社，支社及び営業所の所在地要件なし。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（４）宮城県建設工事入札参加登録者等指名停止要領に基づく入札参加指名停止措置

を受けていない者であること。 

（５）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定による一級建築士事務所

の登録を受けている者であること。 
 

２ 参加申込者の参加形態 

（１）参加申込は，管理技術者及び総合，構造，電気，機械の各業務分野を分担する主

任担当技術者から構成される「設計チーム」によって行うこと。 
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（２）（１）に規定する「設計チーム」の構成員のうち管理技術者は，参加申込者に所

属する一級建築士とすること。 

（３）（１）に規定する「設計チーム」の構成員のうち総合，構造，電気，機械の主任

担当技術者は，参加申込者に所属する技術者以外の技術者とすることができる。

ただし，「設計チーム」の構成員は，同一の構成員が複数の技術者を兼ねること

はできない。また，他の「設計チーム」の構成員を兼ねることはできない（※参

加申込者において各構成員へ他の「設計チーム」の構成員となっていないことを

確認すること）。 

（４）同一の参加申込者からの設計チームは，１チームに限ること。 

 

 

Ⅳ 評価・選定 

１ 審  査 

技術提案書の審査は，高等技術専門校新築等設計公募型プロポーザル判定委員会（以

下「判定委員会」という。）が行います。 

判定委員会は，次の判定委員５名により組織されます（敬称略）。 

 

   石井 敏   （東北工業大学 教授（副学長・建築学部長）） 

松村 達夫 （国土交通省 東北地方整備局 営繕部 整備課長） 

大庭 豪樹 （宮城県 経済商工観光部 副部長） 

門脇 克行 （宮城県 仙台高等技術専門校 校長） 

小出 昇  （宮城県 土木部 副部長） 

 

２ 評価・選定方式 

（１）第１段階（プロポーザル提案者の選定） 

判定委員会は，高等技術専門校新築等設計公募型プロポーザル評価・選定基準（以

下｢評価・選定基準｣という。）（別添２参照）に基づき参加申込書の内容を評価し,

参加申込者の中から評価得点上位５位までを技術提案書の提出予定者（以下｢プロポ

ーザル提案者｣という｡）として選定し，技術提案書の提出を求めます。 

ただし，応募者総数が５者以下の場合は，全ての応募者をプロポーザル提案者とし

ます。 

（２）第２段階（設計候補者の選定） 

判定委員会は，プロポーザル提案者から技術提案書の内容に関するヒアリングを

行った上で評価・選定基準に基づき評価し，審議の上設計候補者及び次点の設計候補

者を選定します。 

なお，ヒアリングの実施方法については，プロポーザル提案者に対して別途通知し

ます。 

（３）技術提案を求める評価テーマ 

課題１ 「安全性と機能性を考慮した合理的な全体計画」 

①本館及び実習棟の工事中における施設利用者の動線計画 

②効率的・効果的な校運営及び職業訓練実施に配慮した配置計画 

③ユニバーサルデザインに配慮した施設計画及び配置計画 



3 
 

課題２ 「各訓練科の特性に配慮した建築計画」 

①各訓練科の訓練内容等に応じた効果的な施設計画 

②施設利用者に配慮した諸機能の充実に資する計画 

③各訓練科における騒音・振動等に配慮した施設計画及び配置計画 

課題３ 「長寿命化及びライフサイクルコストの低減に配慮した建築計画」 

①メンテナンスのしやすさ，維持保全，将来の機器更新に配慮した計画 

②ZEB Ready 以上，環境負荷低減に配慮した計画 

③イニシャルコスト，ランニングコストを考慮した構造，設備及び施設計画 

 

３ 選定結果の発表 

第１段階の選定結果については令和４年１０月７日（金）午前１０時（予定）に，第

２段階の選定結果については令和４年１１月１１日（金）午前１０時（予定）に，それ

ぞれ営繕課ＨＰに掲載します。 

 

 ４ そ の 他 

本プロポーザルは設計候補者を選定するものであり，技術提案書を設計案として決

定するものではありません。 

 

Ⅴ 手 続 等 

１ 実施要項の入手 

本プロポーザルの参加申込方法等を含む実施要項及び様式は，営繕課ＨＰから出力し

てください。 
 

２ 参加申込等 

（１）参加申込 

本プロポーザルの参加申込者は，参加申込書・技術提案書作成要領（別添１）に従

い，参加申込書（様式―１）及び「設計チーム･設計事務所 資格･業務実績等説明書」

（様式－２）を提出してください。 

① 申込場所：事務局 

② 申込期間：令和４年８月２９日（月）から令和４年９月２２日（木）まで 

土曜日，日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで 

郵送の場合は，申込期間末日必着とします。 

③ 申込方法：持参又は書留による郵送とします。封書には，「高等技術専門校新

築等設計公募型プロポーザル 参加申込書在中」と朱書きしてくだ

さい。 

（２）技術提案書の作成，提出方法等 

技術提案書を提出できるのは参加申込者のうち第１段階で選定されたプロポーザ

ル提案者とし，判定委員会から技術提案書の提出要請の通知（以下「要請通知」とい

う。）を行います。 

① 提 案 書：１チームにつき１提案に限ります。 

② 提出場所：事務局 

③ 提出期間：令和４年１０月７日（金）から令和４年１０月２８日（金）まで 
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土曜日，日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで 

郵送の場合は，提出期間末日必着とします。 

④ 提出方法：持参又は書留による郵送とします。封書には，「高等技術専門校新

築等設計公募型プロポーザル 技術提案書在中」と朱書きしてくだ

さい。 

（３）質  問 

本プロポーザルの参加申込書及び技術提案書についての質問は，質問書（様式－

５）により提出してください。 

① 提出場所：事務局 

② 期  間：令和４年８月２９日（月）から令和４年９月８日（木）まで 

土曜日，日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで 

③ 提出方法：持参又は郵送とし，郵送の場合は，提出期間末日必着とします。 

④ 回  答：令和４年９月２０日（火） 午後４時（予定） 

営繕課ＨＰに掲載します。 

なお，質疑事項の内容により回答できない場合があります。 

 

３ 現地見学会 

参加希望者を対象に，次のとおり現地見学会を実施します。 

① 日  時：令和４年９月５日（月） 午後２時から午後４時まで  

② 見学会参加申込： 

見学会の参加を希望される方（代表者）は令和４年９月１日（木）午後５

時までに事務局宛の電子メールに会社名，所属，参加者氏名，電話番号及び

メールアドレスを御記入の上お申し込みください。 

③ 注意事項： 

・見学会参加者は，当日午後１時５５分までに仙台高等技術専門校本館玄関前

に集合してください。 

・見学会参加人数は，１チームにつき２名までとします。 

・敷地内駐車場に駐車可能です。ただし，１チームにつき１台までとしてくだ

さい。 

・見学敷地の足元が悪い可能性がありますので，ご注意ください。 

・現地見学会参加中に発生した参加者の事故等について，県は一切責任を負い

ません。 

・参加希望者及び参加申込者を対象とした現地見学の機会は，本見学会のみと

なります。 

・見学会参加中は常時マスクの着用をお願いします。 

・発熱等の症状のある方や体調のすぐれない方は，感染症の感染拡大防止の

観点から参加を控えていただくようお願いします。 
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Ⅵ プロポーザルの日程（予定） 

令和４年 ８月２９日（月） ：実施要項の公表（営繕課ＨＰに掲載） 

令和４年 ９月 ５日（月） ：現地見学会 

令和４年 ９月 ８日（木） ：質問書の提出締切 

令和４年 ９月２０日（火） ：質問に対する回答（営繕課ＨＰに掲載） 

令和４年 ９月２２日（木） ：参加申込締切 

                  →第１段階審査 

令和４年１０月 ７日（金） ：第１段階選定結果の公表 

（営繕課ＨＰに掲載） 

及びプロポーザル提案者への要請通知 

令和４年１０月２８日（金） ：技術提案書提出締切 

令和４年１１月 ９日（水） ：ヒアリング及び第２段階審査 

令和４年１１月１１日（金） ：第２段階選定結果の通知･公表 

（営繕課ＨＰに掲載） 

令和５年 ２月上旬  ：契約締結予定 

 

 

Ⅶ 設計業務委託 

１ 業務委託契約 

設計候補者と随意契約により設計業務委託契約を締結することを基本とします。な

お，設計候補者との契約ができない場合は次点の設計候補者との契約とします。 

 

２ 業務内容 

（１）業務委託名 高等技術専門校新築等設計業務委託 

（２）業 務 概 要  計画概要書（別添３）のとおり 

（３）履 行 期 限  計画概要書（別添３）のとおり 
 

３ 設計業務委託料 

業務に対する設計業務委託料は，県が定める方法により算出した額を上限とします。 
 

４ 管理技術者等 

本業務委託の受託者の管理技術者及び各業務分野の担当者は，設計チーム・設計事務

所資格・業務実績等説明書（様式―２）に記載した設計チームの管理技術者及び各業務

分野の主任担当技術者をそれぞれ選任するものとします。 

 

Ⅷ 著作権及び提出図書の取扱い 

１ 著作権の帰属 

提出された技術提案書の著作権は，参加申込者に帰属するものとします。 

なお，著作権が第三者に帰属する著作物の使用の責は，参加申込者に全て帰するもの

とします。 
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２ 技術提案書の取扱い 

前項の規定にかかわらず，本プロポーザルに関する公表,展示及びその他県が必要と

認める場合に，県は提出された技術提案書の全部又は一部を無償で使用することがで

きるものとします。 

 

Ⅸ 経費の負担 

参加申込者が本プロポーザルの参加（技術提案書の作成及び提出を含む。）に要した全

ての経費は，参加申込者の負担とします。 

 

Ⅹ 失  格 

次の各号に該当した場合は，失格となる場合があります。 

（１）Ⅲの参加申込者の資格要件等に違反した場合 

（２）提出書類に虚偽の記載をした場合 

（３）「実施要項」の基本的な条件に違反した場合 

（４）参加申込書提出後，宮城県建設工事入札参加登録者等指名停止要領に基づく入札参

加指名停止措置を受けた場合 

 

Ⅺ そ の 他 

（１）県は，Ⅷ ２ の場合を除き，提出書類を無断で使用しないものとします。 

（２）県は，設計候補者の選定を行う作業に必要な範囲において，提出書類の複製を製作

することができるものとします。 

（３）「設計チーム･設計事務所 資格・業務実績等説明書」（様式―２）に記載された管

理技術者及び各主任担当技術者は，病気，死亡等の特別の理由により発注者がやむを

得ないと認める場合を除き，変更することはできません。 

（４）提出された書類は，返却しません。 

（５）書類等の作成において使用する言語,通貨,時刻及び単位は，日本語,日本円,日本の

標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に規定された単位に限ります。 

（６）締切を過ぎてからの書類の訂正，差し替えは，認められません。 

（７）提出された書類の内容により，必要に応じ追加資料の提出を求めることがありま

す。 
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高等技術専門校新築等設計 

公募型プロポーザル 

参加申込書・技術提案書作成要領 

 

 

１ 参加申込書 

（１）参加申込書（様式―１） 

イ 「参加申込者」欄について 

（イ）参加申込者は，実施要項 Ⅲ「１ 参加申込者の資格要件」を満足する建築士事務所名を記

入してください。 

（ロ）押印欄は，当該建築士事務所の開設者が法人の場合は当該法人の社印及び代表者印を押印

してください。 

 

（２）設計チーム・設計事務所 資格･業務実績等説明書（様式―２） 

イ 「参加申込者」欄について 

（イ）（１）イに同じ。 

 

ロ 【設計事務所】「一級建築士事務所登録」「管理建築士（一級建築士）」欄について 

（イ）参加申込者である一級建築士事務所の登録番号,登録年月日及び有効期限を記入してくださ

い。 

（ロ）当該事務所の管理建築士の一級建築士登録番号,登録年月日及び氏名を記入してください。 

 

ハ 【設計事務所】「設計業務実績」欄について 

（イ）設計業務実績は，一つの施設についての基本設計と実施設計の両方を行った場合を１件と

します（一つの施設についての設計業務委託が基本設計と実施設計に分かれている場合は，

両方を記載（添付書類共））。 

（ロ）改修工事（耐震補強工事を含む。）及び模様替工事の設計業務は，今回の設計業務実績の

対象外です。 

（ハ）設計業務実績については，当該事務所が委託契約等を締結した設計業務で平成１９年（２

００７年）４月１日以降に完了し，成果品の引渡が完了したものを記入してください。 

（ニ）記入上の留意事項については，以下のとおりとします。 

ａ 業務委託名称欄には，その設計業務の業務名称を記入してください。 

ｂ 一つの施設についての設計業務委託が基本設計と実施設計に分かれている場合は，業務

委託名称及び履行期間については，上下２段にそれぞれ記入してください（設計業務委

託が基本設計と実施設計に分かれていない場合は，１段のみの記入で可）。 

ｃ 工事種別欄には，新築，増築，改築のいずれかを記入してください。 

ｄ 規模欄には，下記ｅの用途に供する新築，増築，改築工事に係る部分の床面積（㎡）を

記入してください。なお，複合用途施設の場合は，下記ｅの用途の専用部分のみの床面

積を記入してください。 

ｅ 同種・類似の区分欄には，以下の区分のいずれかを記入してください。 

   Ⅰ：職業能力開発促進法第十五条の七第一項に定める公共職業能力開発施設（障害者

職業能力開発校を除く）（床面積 8,000 ㎡以上） 

       Ⅱ：学校教育法第一条に定める学校の内，工学関係施設（床面積 8,000 ㎡以上） 

（例：大学工学部，工業高校，工業高等専門学校） 

別添１ 
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       Ⅲ：Ⅰ(障害者職業能力開発校を含む)又は学校教育法第一条に定める学校（幼稚園を

除く）（床面積 5,000 ㎡以上） 

ｆ 設計業務実績の変更は認められません。 

 

ニ 【設計チーム】「専門分野の技術資格･ＣＰＤ単位取得実績」欄について 

（イ）配置予定の管理技術者及び各主任担当技術者について，それぞれ氏名及び所属事務所・役

職を記入してください。 

（ロ）「専門分野の技術資格」欄は，配置予定の管理技術者及び各主任担当技術者について，資

格の名称，登録番号及び登録年月日を記入してください。 

（ハ）「ＣＰＤ単位取得実績」欄については，以下のとおりとします。 

ａ 建築ＣＰＤ運営会議（事務局:（公財）建築技術教育普及センター）を構成する各団体が

主催した講習会等で参加申込み締切日から過去１年以内に発行されたＣＰＤ単位取得証

明書等に記載されたＣＰＤ（継続能力/職能開発）の単位について記入してください。 

ｂ ＣＰＤの単位取得の証明期間の末日は，参加申込み締切日から過去１年以内とします。 

ｃ ＣＰＤを取得した団体の名称，当該団体の推奨単位数，当該団体での取得単位数及び当

該取得単位数を当該団体の推奨単位数で除した値（％）を記入してください。 

ｄ 推奨単位数は，制度（参加申込者独自の制度及び推奨単位を定めていない制度を除く。）

を定めている当該団体が示す値としてください。 

 

ホ 【設計チーム】「設計業務実績」欄について 

（イ）設計業務実績は，一つの施設についての基本設計と実施設計の両方を行った場合を１件と

します（一つの施設についての設計業務委託が基本設計と実施設計に分かれている場合は，

両方を記載（添付書類共））。 

（ロ）改修工事（耐震補強工事を含む。）及び模様替工事の設計業務は，今回の設計業務実績の

対象外です。 

（ハ）設計業務実績については，平成１９年（２００７年）４月１日以降に完了し，成果品の引

渡が完了した業務のうち１件のみを記入してください。 

（ニ）記入上の留意事項については，以下のとおりとします。 

ａ 記入上の留意事項については，（２）ハ(ニ)に準じます。 

ｂ 立場欄には，設計業務における役割分担における管理技術者，主任担当技術者，担当技

術者の別を下記の例により記入してください。なお，基本設計と実施設計で役割が異な

る場合は，下の立場（担＜主＜管）の役割を記入してください。 

・ 管   ：管理技術者 

・ 主   ：主任担当技術者 

・ 担   ：担当技術者 

 

（３）内容を証明する書類 

イ 【設計事務所】事務所登録・資格・実績等を証明する書類について 

（イ）一級建築士事務所登録欄，管理建築士（一級建築士）欄及び設計業務実績欄に記載した内

容を証明する書類を必ず添付してください。 

（ロ）記載した内容を証明する書類は，以下のものを参考にしてください。 

  ａ 一級建築士事務所登録を証明する書類 

    ・ 登録通知書等 

ｂ 管理建築士（一級建築士）の資格を証明する書類 

・ 一級建築士の免許状その他の証明書の写し 

ｃ 設計業務実績欄に記載した内容を証明する書類 

・ 契約書の写し 

・ 当該契約に係る物件の図面（設計概要が判別できる程度のもの） 等 
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ロ 【設計チーム】資格・ＣＰＤ単位取得実績・実績等を証明する書類について 

（イ）資格，ＣＰＤ単位取得実績及び設計業務実績欄に記載した内容を証明する書類を必ず添付

してください。 

（ロ）資格及び設計業務実績欄に記載した内容を証明する書類は，以下のものを参考にしてくだ

さい。 

ａ 資格欄に記載した内容を証明する書類 

・ 各資格の免許状その他の証明書の写し 

ｂ ＣＰＤ単位取得実績欄に記載した内容を証明する書類 

・ 各団体又は建築ＣＰＤ運営会議が発行するＣＰＤ単位取得証明書等の写し（ホーム

ページ等の画面の印刷は不可とする） 

ｃ 設計業務実績欄に記載した内容を証明する書類 

・ 契約書の写し 

・ 当該契約に係る物件の図面（設計概要が判別できる程度のもの） 

・ 建築士法第２４条の４による帳簿の写し 

・ 管理技術者，主任担当技術者の通知書の写し 等 

 

（４）提出部数 １部 

 

（５）その他 

証明書類の内容確認の結果，設計業務実績が記載内容どおりと認められない又は確認できない場

合は，その部分の記載を修正又は削除して評価します。 

 

２ 技術提案書 

（１）業務実施方針（様式―３） 

 業務の取組体制，設計チームの特徴，特に重視する設計上の配慮事項（様式―４－１～４－３

に記載する内容を除く），その他の業務実施上の配慮事項について記載してください。 

 

（２）課題に対する提案（様式―４－１～４－３） 

 別添３「高等技術専門校新築等設計 計画概要書」を基に，実施要項 Ⅳ２（３）技術提案を求

める評価テーマの課題１～３について提案してください。 

 

（３）提案書作成上の留意事項 

 提案書の作成には，以下の事項に留意してください。 

① 提案書は，業務実施方針（様式―３）についてＡ４判縦１枚,課題に対する提案（様式―４

－１～４－３）についてＡ３判横１枚とし，各８部を提出してください。 

② 説明文字の大きさは，１０．５ポイント以上の大きさ，図中の文字は８ポイント以上の大

きさで作成してください。また，各提案には，カラーコピーを用いても構いません。 

③ 各提案書の用紙右上に幅５０mm，高さ２０mm以上の余白を設けてください。 

④ 提案は，文章での表現を基本としますが，文章を補完するための必要最小限な視覚的表現

は構いません。 

⑤ 視覚的表現については，具体的な建物の設計ではなく,イメージや模式的な表現としてくだ

さい。「参考 視覚的表現のイメージ」を参照してください。 

⑥ 提案書の提出者（「設計チーム」の各構成員が所属する参加申込者以外の事務所，協力事

務所を含む。）を特定することができる内容の記述（具体的な社名（組織名），技術者名，

過去に設計した建築物の名称，過去に受注した設計業務の名称等）を記載することは認め

られません。 



様式－１ 

 

 

高等技術専門校新築等設計公募型プロポーザル 

 

 

参  加  申  込  書 

 

 

 

 

   宮 城 県 知 事 

          村 井 嘉 浩  殿 

 

 

 

 

 

                               

標記について，必要書類を添付して参加を申し込みます。 

 

 
 

令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

         (参加申込者)  住  所  〒 

 

参加申込者名 

（代表者名）                     印 

 

       電 話 番 号 

       Ｆ Ａ Ｘ 

       メールアドレス 



様式－２

参加申込者名
（代表者名） 印

【設計事務所】

登録番号 都道府県　第　　　　　　　号 氏　　名 業務委託名称
履　行　期　間

（開始・完了年月）
工 事 種 別

(新・増・改築)
規　模

（床面積）
同種・類似

の区分
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで

【設計チーム】
Ａ　管理技術者予定者

氏　　名 所属事務所・役職

資格名称 一級建築士 団体の名称 業務委託名称
履　行　期　間

（開始・完了年月）
工 事 種 別

(新・増・改築)
規　模

（床面積）
同種・類似

の区分
立　場

H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで

Ｇ　主任担当技術者（総合）予定者
氏　　名 所属事務所・役職

資格名称 団体の名称 業務委託名称
履　行　期　間

（開始・完了年月）
工 事 種 別

(新・増・改築)
規　模

（床面積）
同種・類似

の区分
立　場

H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで

Ｓ　主任担当技術者（構造）予定者
氏　　名 所属事務所・役職

資格名称 団体の名称 業務委託名称
履　行　期　間

（開始・完了年月）
工 事 種 別

(新・増・改築)
規　模

（床面積）
同種・類似

の区分
立　場

H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで

Ｅ　主任担当技術者（電気）予定者
氏　　名 所属事務所・役職

資格名称 団体の名称 業務委託名称
履　行　期　間

（開始・完了年月）
工 事 種 別

(新・増・改築)
規　模

（床面積）
同種・類似

の区分
立　場

H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで

Ｍ　主任担当技術者（機械）予定者
氏　　名 所属事務所・役職

資格名称 団体の名称 業務委託名称
履　行　期　間

（開始・完了年月）
工 事 種 別

(新・増・改築)
規　模

（床面積）
同種・類似

の区分
立　場

H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで
H ･ R　　年　　月から
H ･ R　　年　　月まで

登録番号 取得単位数 推奨単位数

取得単位数 推奨単位数
取得単位数

／推奨単位数

専門分野の技術資格 ＣＰＤ単位取得実績 設計業務実績

登録年月日 S・H・R　　　年　　月　　日 #DIV/0!

登録年月日 S・H・R　　　年　　月　　日 #DIV/0!

取得単位数 推奨単位数
取得単位数

／推奨単位数

取得単位数
／推奨単位数

#DIV/0!

専門分野の技術資格 ＣＰＤ単位取得実績 設計業務実績

登録番号

登録年月日 S・H・R　　　年　　月　　日

専門分野の技術資格 ＣＰＤ単位取得実績 設計業務実績

登録年月日 S・H・R　　　年　　月　　日 #DIV/0!

登録番号

登録番号 取得単位数 推奨単位数
取得単位数

／推奨単位数

専門分野の技術資格 ＣＰＤ単位取得実績 設計業務実績

登録年月日 S・H・R　　　年　　月　　日 #DIV/0!

登録番号 取得単位数 推奨単位数
取得単位数

／推奨単位数

専門分野の技術資格 ＣＰＤ単位取得実績 設計業務実績

登録年月日  H・R　　　年　　月　　日 登録番号

有効期限  H・R　　　年　　月　　日

高等技術専門校新築等設計公募型プロポーザル　設計チーム・設計事務所　資格・業務実績等説明書

一級建築士事務所登録 管理建築士（一級建築士）

登録年月日 S・H・R　　　年　　月　　日

設計業務実績



 

様式―３  
業務実施方針 

         

業務の取組体制，設計チームの特徴，特に重視する設計上の配慮事項（様式―４－１～４－３に記載する内容を除く），

その他の業務実施上の配慮事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４判縦１枚） 



 

様式―４－１  
課題に対する提案                                     

         
課題１ 

 
安全性と機能性を考慮した合理的な全体
計画 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Ａ３判横１枚） 

 
様式―４－２  

課題に対する提案 
         

課題２ 
 

各訓練科の特性に配慮した建築計画  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Ａ３判横１枚） 

 
様式―４－３  

課題に対する提案 
         

課題３ 
 

長寿命化及びライフサイクルコストの低
減に配慮した建築計画 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Ａ３判横１枚） 

 

 



 

様式－５ 

「高等技術専門校新築等設計公募型プロポーザル」質問書 

 

 

                                                                   令和  年  月  日 

 

 

 参加申込者名： 

  代 表 者 名： 

  担 当 者 名： 

  電   話： 

 Ｆ  Ａ  Ｘ： 

 

番号 質  問  事  項 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視覚的表現のイメージ 

参 考 

建物内の人の動線や室の位置関係・ゾーニングの考

え方などについての説明文を補足するための平面

イメージ図。 

必要な範囲で建物の形状、建物内の機能別のゾー

ンや交通部分（階段及びエレベーターを含む。）の

位置・形状が表現されていてよい。また、説明文を

補足するために必要となる範囲で、一部の具体的な

室が表現されていてもよい。 

景観への配慮、街並みとの調和等、建物の外観に係る要

素が評価テーマとされる場合、建物や、建物と周辺環境

との関係の考え方などについての説明文を補足するた

めの外観イメージ図。 

建物の配置やボリュームが表現されていてよい。簡

易なファサードの表現がされていてもよい。 

敷地内の人や車の動線や建物の配置・ゾーニングの考え

方などについての説明文を補足するための配置イメー

ジ図。 

一定の尺度で建物の形状が表現されていてよい。周辺

地域が表現されていてもよい。 



　Ⅰ　評価・選定方法
　評価は２段階で行う。

　第１段階では技術力を評価し，上位５位までをプロポーザル提案者として選定する。

　第２段階では技術力及び技術提案等を評価し，審議の上，設計候補者及び次点候補者を選定する。

　Ⅱ　第１段階評価（プロポーザル提案者の選定）

１　評価方法

設計者及び設計事務所の技術力を評価する。

２　評価項目及び配点

判断基準

（１） 専門分野の技術資格

資　格<設計者>  主任担当技術者 総合 8

構造 4 20 点

電気 4

機械 4

（２） 同種業務・類似業務の実績

技術力<設計者>  管理技術者 12

 主任担当技術者 総合 10 40 点

構造 6

電気 6

機械 6

ＣＰＤ推奨単位取得実績

 管理技術者 6

 主任担当技術者 総合 5 20 点

構造 3

電気 3

機械 3

同種業務・類似業務の実績 20 点 (20%)

合計点 100 点 (100%)

　（１）資　格<設計者>の評価点

　次式によって算定する。

評価点 ＝ Σ（各主任担当技術者の評価点）
＝ Σ（配点　×　資格係数）

資格係数

1.0
　H31国交省告示98号別添一第１項第１号及び
第２号で示される設計の種類における「総合」

電気

別添２

高等技術専門校新築等設計

資格係数
分担
業務
分野

業務内容

配　点

内　訳

（３）
技術力<事務所>

公募型プロポーザル 評価･選定基準

(20%)

(40%)

(20%)

評価対象技術資格

1.0

0.5

1.0

総合

0.5

建築設備士又は一級建築士 0.5

1.0

構造設計一級建築士

　同上「設備」のうち，「電気設備」に係るも
の

　同上「設備」のうち，「給排水衛生設備」，
「空調換気設備」及び「昇降機等」に係るもの

評価項目

一級建築士

一級建築士

機械

建築設備士又は一級建築士

設備設計一級建築士

　同上「構造」

設備設計一級建築士

構造
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　（２）技術力<設計者>の評価点

① 同種業務・類似業務の実績

　次式によって算定する。

評価点 ＝ Σ（管理技術者及び各主任担当技術者の評価点）
＝ Σ（配点　×　設計者係数）

設計者係数 ＝ ⓐ 業務係数　×　ⓑ 立場係数

1.0（Ⅰ）

ⓐ業務係数　＝ 0.8（Ⅱ）

0.5（Ⅲ）

Ⅰ～Ⅲ以外は 0

同種業務・類似業務の実績

　下記の用途及び規模を満たす新築・増築・改築の基本・実施設計で，

　平成１９年（２００７年）４月１日以降に完了し，成果物の引渡が完了した業務。

※　施設に関連する事務室，普通教室，特別教室等の床面積も含みます。

※　体育館等の運動施設の床面積は除くものとします。

※　当該用途に供する部分とその他の用途の複合施設の場合は，当該用途に供する部分の床面積を対象

　とし，共用部分は面積按分により計上することとします。

ⓑ立場係数

※　当該実績の分担業務分野が，本業務での分担業務分野と同じ場合に限る。

※　照査技術者の立場は，評価の対象とならない。

②  ＣＰＤ推奨単位取得実績

　次式によって算定する。

評価点 ＝ Σ（管理技術者及び各主任担当技術者の評価点）
＝ Σ（配点　×　ＣＰＤ係数）

0

取得した単位数

 推奨単位以上

 推奨単位の３／４以上

 推奨単位の１／２以上

 推奨単位の１／４以上

 推奨単位の１／４未満

ＣＰＤ係数

1.0

0.8

0.5

0.3

 管理技術者の
実績評価

 主任担当技術者の
実績評価

過去の実績での立場

1.0

1.0

0.8

1.0

0.5

0.8

 管理技術者  主任担当技術者 担当技術者

Ⅲ
Ⅰ(障害者職業能力開発校を含む)
又は
学校教育法第一条に定める学校（幼稚園を除く）

5,000㎡以上

ランク 用　途 規　模（床面積）

Ⅰ
職業能力開発促進法第十五条の七第一項に定める公共職
業能力開発施設（障害者職業能力開発校を除く）

8,000㎡以上

Ⅱ
学校教育法第一条に定める学校の内，工学関係施設
（例：大学工学部，工業高校，工業高等専門学校）

8,000㎡以上

2



　（３）技術力<事務所>の評価点

　次式によって算定する。

評価点 ＝ 配点　×　事務所実績係数

事務所実績係数 ＝ (実績係数Ａ　＋　実績係数Ｂ)

※２件分の業務実績を評価し，それぞれの実績係数を合計します。

0.5（Ⅰ）

実績係数　＝ 0.4（Ⅱ）

0.3（Ⅲ）

Ⅰ～Ⅲ以外は 0

同種業務・類似業務の実績　：　（２）に同じ。

３　プロポーザル提案者の選定

２によって評価した合計点の高い者から順位付けを行い，上位５位までをプロポーザル提案者として選定する。

　Ⅲ　第２段階評価（設計候補者等の選定）

１　評価方法

技術提案等の内容はコンセプト，業務実施方針及び評価テーマとする。

技術者の能力を直接確認するため， ヒアリングを実施する。

技術力（第１段階での評価）及び技術提案等を評価する。

評価・順位を基に審議の上，設計候補者及び次点候補者を選定する。

２　評価項目及び配点

　 評価項目  評価の着目点

判断基準

30 点 ( 30% )

 業務の理解度及び取組意欲

10 点 ( 10% )

 業務の実施方針

15 点 ( 15% )

 評価テーマに対する技術提案

45 点 ( 45% )

70 点 ( 70% )

100 点 ( 100% )

 業務内容，業務背景，手続の理解 及
び 積極性

10

 業務への取組体制，設計チームの特
徴，特に重視する設計上の配慮事項等
について，的確性,独創性,実現性等を
総合的に評価

15

課
題
１ 各テーマについて，その的確性（与条

件との整合性が取れているか等），独
創性（工学的知見に基づく独創的な提
案がされているか等），実現性（提案
内容が理論的に裏付けられており，説
得力のある提案となっているか等）を
考慮して総合的に評価する。

15

課
題
２

15

課
題
３

15

小　計

合　計（総合評価点）

配　点

内　訳

　第１段階評価合計点　×　0.30

業務実施方針
及び手法
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　（１）　総合評価点

・　各項目について各判定委員が５段階に評価し，次式により総合評価点を算定する。

　　委員ごとの総合評価点　＝　第１段階評価合計点　×　０．３　＋　Σ（各項目の評価　÷　５　×　配点）

　（２）　順位点

　総合評価点の高い者から次表のとおり委員ごとに総合評価点順位を付け，順位点を算定する。

３　設計候補者，次点設計候補者の選定

①　総合評価点順位の１位獲得数がより多い提案者を上位として順位付けを行う。

②　１位獲得数が同じ提案者が複数いる場合は，各委員の順位点の合計がより高い提案者を上位とする。

③　順位点の合計も同じ場合は，上位順位の獲得数がより多い提案者を上位とする。

④　②，③も同じ場合は，総合評価点の合計がより高い提案者を上位とする。

⑤　①から④までの順位を基に委員で審議の上，設計候補者及び次点設計候補者を選定する。

⑥　『業務実施方針及び手法』の評価項目で各委員の評価点の平均が４２点未満である提案者は，

　　設計候補者及び次点設計候補者の対象としない。

１点 ０点順位点 ５点 ４点 ３点 ２点

総合評価点順位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位以下
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高等技術専門校新築等設計 計画概要書 

令和４年８月 

宮城県土木部営繕課 

Ⅰ 基本方針 

少子化等の影響による若年者の人口減少や，企業ニーズを踏まえた知識・技能の高度化，業務

の複合化への対応が求められているほか，施設の老朽化による対応が必要なことから，県内にあ

る高等技術専門校（仙台，白石，大崎，石巻，気仙沼）の５校を再編する。効率的・効果的な校

運営の観点から，仙台校の敷地内に本館，実習棟及び人材開発センター等からなる高等技術専門

校を新たに整備するもの。 

 

Ⅱ 施設計画・設計条件等 

１ 業務委託名称 

高等技術専門校新築等設計業務委託 

 

２ 建築場所 

仙台市宮城野区田子１丁目４－１ 

敷地面積 約３９，０００㎡ 

 

３ 施設用途 

職業能力開発校 

平成３１年国土交通省告示第９８号 別添二 

第八号第１類 

 

４ 法規制等 

（１）都市計画区域等  都市計画区域 市街化区域  

（２）用途地域等    第一種住居地域 

（３）容積率      ２００％ 

（４）建蔽率      ６０％ 

（５）防火地域等    建築基準法第２２条第１項指定区域 

（６）下水道処理    分流式処理区域 

（７）道路       県道 幅員：７．０ｍ 

（８）その他区域等   ・第３種高度地区 

・景観計画 沿線市街地ゾーン 

              ・浸水想定区域（0.5ｍ～3.0ｍ） 

 

 

 

 

別添３ 
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５ 設計概要 

（１）新築設計 一式 

① 本館                 延べ面積       約 3,900 ㎡ 

 

② 実習棟                 延べ面積       約 7,900 ㎡ 

 

              内訳  機械エンジニア科   約 1,400 ㎡ 

               電子制御技術科    約 1,900 ㎡ 

               木の家づくり科    約 1,600 ㎡ 

               自動車整備科     約 1,300 ㎡ 

               総合建設技術科    約   700 ㎡ 

                    左官・エクステリア科 約   450 ㎡ 

                    造園・ガーデニング科 約   400 ㎡ 

                    ジョブセレクト科   約  150 ㎡ 

                     

③ 人材開発センター         延べ面積       約 1,000 ㎡ 

 

④ 付帯施設 

  駐車場（200 台程度），駐輪場（30 台程度），バイク置き場（25 台程度）等   

 （別表３ 付帯施設一覧参照） 

 

⑤ 仮設本館         延べ面積       約  750 ㎡ 

 

           内訳  職員室        約  300 ㎡ 

               会議室        約  140 ㎡ 

               倉庫         約  50 ㎡ 

医務室        約   20 ㎡ 

               打合せ室       約   20 ㎡ 

               その他        約   220 ㎡ 

 

 

⑥ その他 

  建築設備設計，外構設計を含む 
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（２）改修設計 一式 

   実習棟         延べ面積          約 5,200 ㎡ 

（別表５ 改修工事一覧参照） 

 

          内訳  設備工事科         約  650 ㎡ 

            木工科           約  650 ㎡ 

            電気科（旧３号館想定）   約  650 ㎡ 

            サインデザイン科      約  600 ㎡ 

            塗装施工科         約 1,300 ㎡ 

                 電子情報通信ネットワーク科 約   600 ㎡ 

                 電気科（旧４号館想定）   約   100 ㎡ 

                 その他           約  650 ㎡ 

 

（３）解体設計 一式 

   本館等         延べ面積          約 10,000 ㎡ 

   （別表６ 解体建築物等一覧参照） 

 

（４）履行期間 

 令和７年１月３１日まで（予定） 

 

（５）予定工事費 

約９０億円（税込） 

 

６ 整備方針 

宮城県立高等技術専門校整備実施計画 

（宮城県経済商工観光部産業人材対策課作成（別添資料）） 

   【補足】 

    ・P14「Ⅳ 新設校整備方針３（２）新築建物」にて構造の記載がありますが，本設計

では，木の家づくり科実習棟を除き，構造は指定しません。  

・P17「Ⅳ 新設校整備方針４（１）⑥維持管理コスト・ランニングコスト」にて，ZEB 

Ready について記載があります。本設計では，本館又は本館が属する建物を ZEB 

Ready 以上としてください。 

・P18～20「Ⅳ 新設校整備方針４（２）各棟の整備イメージ」等では，本館，１～８

号館で分けて記載しておりますが，棟別に計画することを指示するものではありませ

ん。また，施設の運営に支障がない場合は，改修建物と新築建物の訓練科を入れ替え

も可能です。 
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 ７ その他 

・技能検定用広場【とび用】（1,500 ㎡），教材車両試運転用道路（直線 100m 程度），

教材車両置場（400 ㎡），庭園実習場（600 ㎡），栽培実習場（400 ㎡），技能検定

用広場【造園用】（1,000 ㎡），外線実習場（900 ㎡）等の付帯施設の位置を想定し

た上で計画すること。 

 （別表３ 付帯施設一覧参照） 

・工事車両は敷地北東の出入口又は敷地南東の出入口（誘導員を配置することを条件と

する。）を利用することができるものとする。 

・技能検定用広場【とび用】は運動施設を兼ねるため，単独のグラウンドは整備しない。 

・現３号館及び現４号館のペデストリアンデッキは，新築建物の計画により不要となる

場合は解体してもよいものとする。 

・現３号館東西の階段室，談話ホール等は，新施設の計画により，支障となる場合は代

替施設を整備することを条件に解体してもよいものとする。 

・本館，実習棟及び人材開発センターは，雨天時に雨に濡れずに相互に移動できる計画

とする。 

・工事期間中の施設の運営及び安全の確保に配慮すること。 

・建物は，ライフサイクルを通じた環境負荷の低減に配慮すること。 

・地質調査は，設計業務委託期間中に別途実施する。 

 

８ 添付資料 

  別表１   事業スケジュール（想定） 

  別表２   新築建物計画面積一覧 

  別表３   付帯施設一覧 

  別表４   改修建物計画面積一覧 

  別表５   改修工事一覧 

  別表６   解体建築物等一覧 

  別図１   計画敷地位置図 

  別図２   現況配置図 

  別図３   解体建築物等位置図 

  別図４   想定配置図 

  別添資料１ 宮城県立高等技術専門校整備実施計画 

  別添資料２ 事業概要_仙台高等技術専門校 

  別添資料３ 事業概要_白石高等技術専門校 

  別添資料４ 事業概要_大崎高等技術専門校 

  別添資料５ 事業概要_石巻高等技術専門校 

  別添資料６ 事業概要_気仙沼高等技術専門校 

  参考資料  地質調査報告書 



別表１

年度

月

プロポーザル

本館等新築設計

3･4号館改修設計

仮設本館新築設計

解体設計(倉庫等)

解体設計(本館等)

技能検定広場・実習場
設計

地質調査

倉庫等解体工事

仮設本館建設工事
(主務課)

３号館改修工事
工事前に本館・体育館へ移
転する。

４号館改修工事
外観を統一する為,外壁改修
は新築工事に含め発注

本館等解体工事

本館新築工事

実習棟新築工事
仮
契

本
契

人材開発センター新築
工事

電波障害調査

1・2号館解体工事
受変電室,ﾎﾞｲﾗｰ室解体

技能検定広場・実習場
等整備工事

地質調査
準
備

発注

左官科実習場・造園科
実習棟・人材開発セン
ター・体育館・寄宿舎解
体工事

準
備

発注 電障調査

準
備

新築工事 [20]
発注
総評

(WTO)

外壁改修工事 [5]

外壁改修工事 [5]

解体工事 [4]
準
備

発注
総評

準
備

発注
準
備

発注
総評

準
備

解体工事 [4]

準
備

発注
総評

解体工事 [7]

準
備

発注
総評

実習場等工事 [6]

供用準備

リース期間 [33]

発注
総評

解体工事 [8]

解体工事 [8]

仮設建設工事 [6]

改修工事 [8]

改修工事 [8]

高等技術専門校事業スケジュール（想定）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

12 1 2 3 12 1 2 34 5 6 7 8 9

令和７年度
備考

4 5 6 7 8 9 10 11 10 11 12 1 2 34 5 6 7 8 9 10 11

令和８年度 令和９年度 令和１０年度

4 5 6 7 8 9 10 3

本館等新築設計 [23]

発注
随契

5 6 7 8 9

準
備

プロポーザル

3･4号館改修設計 [12]

仮設本館新築設計 [12]

準
備

114 5 6 7 8 9

解体設計(本館等) [23]

技能検定広場・実習場設計 [23]

解体設計(倉庫等) [12]

1011 12 1 2 3 45 6 12 1 22 3 410 11 12 1 2 3 11 12 1 7 8 9 10

議会承認

基本設計

提出(7)

供用

引越し

引越し

引越し



新築建物計画面積一覧

1年課程 2年課程 合計 単位

校長室（応接室） 30.00 30.00 ㎡ ・応接スペースを含む。

医務室・保健室
（授乳室含む）

20.00 20.00 ㎡
・ベットを配置する。ベットスペースはパー
テーションで区切り2室が望ましい。
・授乳室としても利用する。

カウンセリングルーム 15.00 15.00 ㎡ ・心理相談室として使用する。
・保健室に隣接する。
・プライバシーに配慮する。

視聴覚室１ 110.00 110.00 ㎡ ・共用パソコン室と兼用

視聴覚室２ 40.00 40.00 ㎡
・職員ミーティングも行うため，職員室に近
接して配置する。

作品展示コーナー 20.00 20.00 ㎡ ・来客者にPRする。

就職情報室 40.00 40.00 ㎡ ・求人等掲示を行う。
・職員室に近接して配置する。
・PC検索・閲覧用机・面談スペースを配置す
る。

就職相談室１ 20.00 20.00 ㎡ ・就職情報室に隣接させる。

就職相談室２ 20.00 20.00 ㎡ ・就職情報室に隣接させる。

職員室 315.00 315.00 ㎡ ・職員約70人を想定。

職員更衣室（男性用１） 20.00 20.00 ㎡

職員更衣室（男性用２） 10.00 10.00 ㎡

職員更衣室（女性用） 10.00 10.00 ㎡

バリアフリー更衣室 4.00 4.00 ㎡
・２室設ける。
・プライバシーに配慮する。

会議室 140.00 140.00 ㎡
・可動間仕切りで分割できるようにする。
・面談室として使用に配慮する。

書庫・倉庫 50.00 50.00 ㎡ ・可動式書庫を設置する。

大ホール 1,000.00 1,000.00 ㎡

・式典会場400人想定
・講習会場最大340人想定
・軽運動場
・避難場所最大320人想定

・可動間仕切りで３分割する。
・簡易ステージとする。
・天井は吹き抜けとし高さ10m程度とする。
・倉庫及び下足室を約200㎡設ける。

トイレ（洗面所含） 151.00 151.00 ㎡
・各階男女トイレ
・大ホール用男女トイレ

バリアフリートイレ 15.00 15.00 ㎡ ・各階１箇所

湯沸かし・給湯室 10.00 10.00 ㎡ ・１階及び２階に設置

教室（電子制御技術科） 60.00 60.00 120.00 ㎡ ・実習場に近接が望ましい。

教室（自動車整備科） 70.00 70.00 140.00 ㎡ ・実習場に近接が望ましい。

教室（電子情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ科） 55.00 55.00 110.00 ㎡ ・実習場に近接が望ましい。

教室（サインデザイン科） 50.00 50.00 ㎡ ・実習場に近接が望ましい。

教室（塗装施工科） 50.00 50.00 ㎡ ・実習場に近接が望ましい。

教室（電気科） 60.00 60.00 ㎡ ・実習場に近接が望ましい。

教室（設備工事科） 144.00 144.00 ㎡
・製図室兼用とする。（ドラフター20台設
置）
・実習場に近接させる。

学生更衣室 140.00 140.00 ㎡ ・訓練課の区別なく使用する。 ・10室程度

エレベーター室 4.00 4.00 ㎡

計 2,673.00 185.00 2,858.00 ㎡

玄関・通路・階段等 1,000.30 ㎡ ・玄関には風除室設置

本館合計 3,858.30 ㎡

棟 訓練科名 名称
計画面積

本
館

配慮事項・主な整備機器等用途

別表２
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1年課程 2年課程 合計 単位

教室 55.00 55.00 110.00 ㎡ 学科の授業  ・防音遮音に配慮する。

製図室 144.00 144.00 ㎡
機械設計製図実習，NC加工実習
制御機器組立実習, PC操作基本実
習

・可動間仕切りで2分割する
・防音遮音に配慮する。
（三次元CAD/CAM用PC:20台 その他PC：16台
大型プリンタ：1台　3Dプリンター：1台）

実習場 625.00 625.00 ㎡
機械工作実習
NC加工実習

・振動に配慮する。
・工作機械等の搬出入口シャッターを2ヶ所設
置する。（※シャッターのサイズ幅4.5m×高
さ4.5m）
・設置機器，長尺材料（最大6m）の屋外から
の搬入経路を確保する
（※最大機械据付寸法(幅2,400×奥行
3,250））
・天井の高さ（軒の高さ）最低4mとする。
・柱の本数を減らし，アリーナ構造が望まし
い。
・換気装置及びエア配管を設置する。
・2号館電子制御技術科機械室からの供給用配
管を設置する。
【設置機器例】
普通旋盤:15台　　 フライス盤:11台
数値制御旋盤:2台　マシニングセンタ:2台
平面研削盤:1台　  円筒研削盤:1台
成形研削盤:1台    工具研削盤:1台
金切りのこ盤:1台　プロファイル研削盤:1台
直立ボール盤:1台　両頭グラインダ:2台
卓上ボール盤:2台  彫刻機:1台
作業台:4台　　　　エアーブラスト装置:1台

測定実習場 42.63 42.63 ㎡ 測定実習

・設置機器の屋外からの搬入経路を確保す
る。
（※最大機械据付寸法(幅1,400×奥行
1,700））
・天井の高さ（軒の高さ）最低4mとする。
・エア配管を設置する。
【設置機器例】
真円度測定機:1台　三次元測定機:1台
万能投影機:1台　　表面粗さ測定機:1台

ハードウェア実習場 97.50 97.50 ㎡
機械工作実習，NC加工実習
機械保全実習

・設置機器の屋外からの搬入経路を確保す
る。
（※最大機械据付寸法(幅3,440×奥行
3,660)）
・天井の高さ（軒の高さ）最低4mとする。
・エア配管を設置する。
【設置機器例】
ワイヤ放電加工機:1台　金属3Dプリンタ:1台
形彫り放電加工機:1台

材料試験室 50.00 50.00 ㎡ 金属材料の試験検査実習

・設置機器の屋外からの搬入経路を確保す
る。
（※最大機械据付寸法(幅950×奥行600））
・天井の高さ（軒の高さ）最低4mとする。
【設置機器例】
工具顕微鏡:1台　金属顕微鏡:1台
硬さ試験機:1台　金属試料研磨盤:1台
材料試験機:1台　熱処理装置:1台

工具室 17.25 17.25 34.50 ㎡
計測器類や小型工具類の管理・保
管

・実習場・倉庫に近接させる。

倉庫 24.75 24.75 49.50 ㎡
実習資材や大型工具類の管理・保
管

・実習場・工具室に近接させる。

トイレ 36.00 36.00 ㎡ 2室（男・女）

湯沸室・給湯室 5.00 5.00 ㎡ ・工具室に近接させる。

計 1,097.13 97.00 1,194.13 ㎡

玄関・通路・階段 238.83 ㎡

1号館合計 1,432.95 ㎡

1
号
館

機械エンジ
ニア科

棟 訓練科名 名称
計画面積

用途 配慮事項・主な整備機器等
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1年課程 2年課程 合計 単位

製図室 170.00 170.00 ㎡
製図
機械設計
製図基本実習

防音遮音構造とする。
三次元CAD/CAM用PC1式:21セット
レーザープリンタ
【重量物】
3Dプリンタ:1

機械実習場 765.00 765.00 ㎡

機械工作法
機械操作及び工作基本実習
メカトロニクス機器組立実習
総合実習

・モノレールを設置する。
・振動に配慮する。
・換気装置・エア配管を設置する。
・工作機械等の搬出入口シャッター：2ヵ所
（シャッターのサイズ(幅4.5m×高さ4.5m)）
・天井の高さ(軒の高さ)最低4mとする。
・柱の本数を減らし，アリーナ構造が望まし
い。
・長尺材料(最大6m)の搬入経路を確保する。
・設置機器の屋外からの搬入経路を確保す
る。
（最大機械据付寸法(幅2,400×奥行3,250)）

【重量物】
モノレール:1
普通旋盤:10台
数値制御旋盤:1台
マシニングセンタ:1台
たてフライス盤:10台
金切りのこ盤：1台
平面研削盤:1台
ワイヤーカット放電加工機:1台
レーザー加工機:1台

測定実習場 102.00 102.00 ㎡
材料力学
測定法及び試験法
測定基本実習

・エア配管を設置する。
・天井の高さ(軒の高さ)最低4mとする。
・設置機器の屋外からの搬入経路を確保す
る。
（最大機械据付寸法(幅1,400×奥行1,700)）
【重量物】
三次元測定機:1

プログラム実習室 110.50 110.50 ㎡

情報通信工学
制御機器ソフトウェア
コンピュータ操作基本実習
制御プログラム作成実習

PC1式：各21セット
レーザープリンター

ハードウェア実習室 110.50 110.50 ㎡
電気及び電子工作法
測定基本実習
電気・電子回路組立基本実習

スチール製作業台：15台

制御実習室 51.00 51.00 102.00 ㎡

機械工学
制御工学概論
メカトロニクス機器組立法
メカトロニクス機器組立実習
操作及び保守実習
操作及び保守実習
総合実習

・エア配管を設置する。
【重量物】
1年
空気圧機械実験装置:1台
油圧機械実験装置:1台
制御対象装置:1台
2年
空気圧機械実験装置:1台
油圧機械実験装置:1台
制御対象装置:1台

工具室 17.00 17.00 34.00 ㎡ 各種工具の保管 ・実習場・倉庫に近接して配置する。

機械室 17.00 17.00 ㎡ エアコンプレッサー室

・機械実習場及び1号館機械エンジニア科実習
場への圧縮空気の供給用配管を設置する。
・換気扇を設置する。
・防音に配慮する。
【重量物】
エアーコンプレッサー
サブタンク

ロボット応用実習室 60.00 60.00 ㎡
メカトロニクス機器組立実習
操作及び保守実習
総合実習

・エア配管を設置する。
【重量物】
制御対象装置(産業用ロボット含):1

倉庫 34.00 34.00 68.00 ㎡ 測定器等の保管

トイレ 36.00 36.00 ㎡ 2室（男・女）

湯沸室・給湯室 5.00 5.00 ㎡

計 1,478.00 102.00 1,580.00 ㎡

玄関・通路・階段 316.00 ㎡

2号館合計 1,896.00 ㎡

2
号
館

電子制御
技術科

棟 訓練科名 名称
計画面積

用途 配慮事項・主な整備機器等
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1年課程 2年課程 合計 単位

教室 55.00 55.00 110.00 ㎡ 学科の授業 ・防音に配慮する。

製図室 101.25 101.25 202.50 ㎡
手書き製図用室；平行定規セット
１６台
CAD製図用室；パソコン１６台・

・防音に配慮する。

実習場 450.00 450.00 900.00 ㎡

・２階建て木造家屋を建築する木
造建築施工実習場；各学年共コン
クリート床（模擬家屋用）と木製
床（木材加工用）を半々・各１７
名分のコンクリート製刃物研場・
足場部材，木質資材置場適宜設
置。
・その他共有で使う機械室１４０
㎡程必要。大型木工機械１５台
（平均１ｔ／台）設置。

・１年生の実習場には，屋根と外壁の一部を
有する半屋外の模擬家屋用実習場120㎡程度を
配置。２年生の実習場内もしくは屋外に土壁
用材料倉庫（2×8ｍ程度）を配置。
・大型木工機械は局所排気装置に連結。
・実習場吹き抜けの周囲に高所作業を兼ねた
廊下を配し，その下部に適宜４ｍ木材，足場
材を収納。
・天井クレーンは2.8ｔ程度（橋梁下8.5ｍ以
上を確保）。
・生コン車，ユニック車の出入りに配慮。

工具室 5.25 5.25 10.50 ㎡
・大工道具，電動工具，型枠用資
材，建方用資材等を収納

荷重１t／㎡

倉庫 37.50 37.50 75.00 ㎡
・木工作品，課題見本，図面等を
収納

トイレ 36.00 36.00 ㎡ 2室（男・女）

湯沸室・給湯室 5.00 5.00 ㎡

計 690.00 649.00 1,339.00 ㎡

玄関・通路・階段 267.80 ㎡

3号館合計 1,606.80 ㎡

棟 訓練科名 配慮事項・主な整備機器等

3
号
館

木の家づ
くり科

名称
計画面積

用途
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1年課程 2年課程 合計 単位

実習場 745.00 745.00 ㎡

・小型・大型車両の点検・整備実
習を行う（最大6班体制×2学年）
・工具置場や取り外した部品の分
解・点検等を行う場所も必要
・車両との接触事故防止のため安
全通路が必要

○大型車ストール150㎡について
・奥行16m，幅6m，室内高さ7m以上とする。
・全長12m車両の出入庫経路を確保する。
・天井クレーンを設置する。(スパン6m以上，
能力2t）
・シャッター幅5m，高さ4m以上とする。総重
量25t車両2台同時入庫を可能とする。奥行き
10mは平滑床とする。
・部品整備作業場として50㎡確保する。
○乗用車ストール
・奥行8m幅4mのストールが12台分（6ストール
/学年）とする。（揚程1.8mリフト設置）
・室内高さ5m以上とする。
・排ガス排出装置（排煙リール等）設置す
る。
・総重量2t車両12台同時入庫を可能とする。
・電源・エアホース等のリールを各ストール
に設置する。
・1年生と2年生の作業エリアを明確に区分す
る。作業説明等を行う点呼エリアを設ける（1
学年につき最大30人までを想定）
○その他
・室内高さ3m以上とする。
・部品整備作業場として80㎡確保する。

完成検査場 85.00 85.00 ㎡ ・車検実習で使用

・車両通り抜けを可能とする。
・総重量25tの車両を想定する。
・容易に車両出入庫できる配置とする。
・保安基準適合可否判断を行う検査機器を埋
設する。

噴射ポンプ試験室 17.00 17.00 ㎡
・ディーゼルエンジンの燃料装置
に係る機器試験を行う。

・防じんに配慮する。
・コンタミ厳禁

充電室 12.00 12.00 ㎡ ・バッテリー等の充電を行う。
・防爆換気装置・EV充電設備を設置する。
・EV充電は屋内またはひさしのある屋外で行
う。

空気圧縮機室 8.00 8.00 ㎡ ・圧縮空気機設置場所。
・圧縮機1台と補助タンクを設置する。
・防音に配慮する。

工具室 25.00 25.00 50.00 ㎡
・各種作業に必要な工具類の収納
場所。

・1年生側からも2年生側からもアクセスを容
易とする。

倉庫 78.00 78.00 ㎡

・各種整備作業機器，単品教材
（エンジン・ミッション・サスペ
ンション等），ベンチエンジン等
の収納場所。

フォークリフトが進入可能とする。
一部中2階構造も可とする。

トイレ 36.00 36.00 ㎡ 2室（男・女）

湯沸室・給湯室 4.00 4.00 ㎡

面談室 12.00 12.00 ㎡
・求人企業，保護者等との面談対
応を行う

訓練準備室 18.00 18.00 ㎡
・試験問題，故障設定部品等の保
管，実習用資料置場

計 1,040.00 25.00 1,065.00 ㎡

玄関・通路・階段 213.00 ㎡ ・耐油床とする。

4号館合計 1,278.00 ㎡

4
号
館

自動車整
備科

棟 訓練科名 名称
計画面積

用途 配慮事項・主な整備機器等
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1年課程 2年課程 合計 単位

教室 50.00 50.00 ㎡ 学科の授業

実習場 450.00 450.00 ㎡ 溶接・板金作業・鉄筋加工等

局所排気装置・床水洗い・全体換気扇・溶接
ブース・CO2ガス集合装置・アルゴンガス集合
装置
レーザー加工機（1台），シャー(1台)，プレ
スブレーキ(1台)，旋盤(1台)，フライス(1
台)，三本ローラー(1台)，高速切断機(1台)，
叩き定盤(2台)，金床(2台)，被覆アーク溶接
機(12台)，半自動溶接機(12台)，TIG溶接機
(12台)，ガス溶接機(4台)，作業台(2台)

測定実習場 13.00 13.00 ㎡ 訓練課題等の寸法測定 測定用定盤(1台)

材料試験室 11.05 11.05 ㎡ 各試験機による破壊検査
引張試験機(1台)，硬さ試験機(1台)，曲げ試
験機(1台)

放射線装置室 6.50 6.50 ㎡ Ｘ線による非破壊試験
・電離放射線障害防止規則の条件を備えるこ
と。

暗室 4.55 4.55 ㎡ Ｘ線撮影写真の現像
換気扇、暗室ランプボックス、現像用水洗設
備

工具室 11.70 11.70 ㎡ 器工具保管

倉庫 11.05 11.05 ㎡ 資材保管 材料(鋼板，丸鋼,木材，鉄筋等)

危険物貯蔵倉庫 4.55 4.55 ㎡ 酸素，アセチレン等ガスの保管 ・消防法の条件を備えること。

更衣室（シャワー室含） 10.00 10.00 ㎡
指導員着替え，洗髪，洗顔，作業
着洗濯

洗濯機設置

計 572.40 572.40 ㎡

玄関・通路・階段 114.48 ㎡
靴洗い場（実習場入口）洗眼付き手洗い場の
設置

科計 686.88 ㎡

教室 50.00 50.00 ㎡ 学科の授業

実習場 292.50 292.50 ㎡
左官・タイル・コンクリートブ
ロックの施工訓練

・左官施工訓練用に，両面使いの自立壁（施
工面積1.8ｍ×1.8ｍ程度）を15箇所設置す
る。
・タイル施工訓練用に床面2ｍ×2ｍ及び壁面
1.8ｍ×1.8ｍが各１２面必要。
・コンクリートブロック施工訓練用に横８列
縦６段程度の組積ができるスペースが１３箇
所必要。
・床仕上げは，水洗いを可能とし，水勾配は
最小限度とする。
・コンクリート製の洗い場を設ける。
・洗面コーナー，洗濯機置き場を設ける。
・実習場の外部に，実習工具洗浄用として，
コンクリート製の洗い場を設ける。
・工具室及び倉庫と隣接し，直接出入りでき
るようにする。
・外部開口部は，訓練資材及び訓練機械の搬
出入のため，内法寸法幅1.8ｍ，高さ2.2ｍ確
保する。

工具室 6.82 6.82 ㎡
訓練機械，工具類及び測量機器の
収納

・実習場に隣接し，直接利用する。
・木製整理棚を設ける。

倉庫 32.50 32.50 ㎡

練り船，スコップ等の用具類の収
納
セメント・漆喰・珪砂等の資材の
保管

・屋外及び実習場から，直接利用できるもの
とする。
・出入口は，内法幅1.8ｍ高さ2.2ｍ確保す
る。

計 381.82 381.82 ㎡

玄関・通路・階段 76.36 ㎡

科計 458.18 ㎡

配慮事項・主な整備機器等

5
号
館

総合建設
技術科

左官・エ
クステリ

ア科

棟 訓練科名 名称
計画面積

用途

6



1年課程 2年課程 合計 単位

教室 50.00 50.00 ㎡

屋内実習場 150.00 150.00 ㎡

安全衛生作業法
根堀及び植栽作業
造園実習
庭園管理実習

・作業場所の床面を土とする。
・ショベルカー等の出入りに配慮する。
（シャッター高さ3000mm以上×幅3600mm以
上：白石校と同程度以上）
・実習場天井の高さは9120mm以上とする。
（白石校と同程度以上）
・手洗い・足洗い場設置
・コンプレッサー1台（100kg），両刀グライ
ンダ1台（95kg）設置場所床面はコンクリート
補強（10㎡程度）

工具室 11.05 11.05 ㎡

倉庫 48.00 48.00 ㎡

トイレ 36.00 36.00 ㎡
・2室（男・女）
・5号館の共用使用を想定

外トイレ 15.00 15.00 ㎡ ・外実習時に使用する。 ・他科と共用使用を想定

湯沸室・給湯室 5.00 5.00 ㎡ ・5号館の共用使用を想定

計 315.05 315.05 ㎡

玄関・通路・階段 63.01 ㎡

科計 378.06 ㎡

屋内実習場 97.50 97.50 ㎡
・流し台等の給排水設備を設置する。
・木床とする。

工具室 19.50 19.50 ㎡

倉庫 19.50 19.50 ㎡

計 136.50 136.50 ㎡

玄関・通路・階段 27.30 ㎡

科計 163.80 ㎡

５号館合計 1,686.92 ㎡

配慮事項・主な整備機器等

5
号
館

造園・
ガーデニ
ング科

ジョブセ
レクト科

棟 訓練科名 名称
計画面積

用途

7



1年課程 2年課程 合計 単位

教室１ 60.00 60.00 ㎡

教室２ 60.00 60.00 ㎡

教室３ 60.00 60.00 ㎡

実習場 420.00 420.00 ㎡ 実技検定等会場
・床はコンクリートと水洗いに配慮する。
・クレーントラックの出入りに配慮
・天井高さ8m程度

トイレ 50.00 50.00 ㎡ 2室（男・女）

バリアフリートイレ 5.00 5.00 ㎡

湯沸室・給湯室 5.00 5.00 ㎡

事務室兼応接室 30.00 30.00 ㎡

事務室 60.00 60.00 ㎡

ミーティングルーム 30.00 30.00 ㎡

倉庫 30.00 30.00 ㎡

書庫 30.00 30.00 ㎡ 可動式書庫

計 840.00 840.00 ㎡

玄関・通路・階段 168.00 ㎡

8号館合計 1,008.00 ㎡

新築工事総計 12,766.97 ㎡

配慮事項・主な整備機器等

8
号
館

講習会場
・可動間仕切りで３分割して使用する。最大
180㎡

棟 訓練科名 名称
計画面積

用途

8



付帯施設一覧

○計画面積は必須ではなく，調整可能とする。

訓練科名 定員 名称 屋根の有無 用途 配慮事項・主な整備機器等

共用危険物倉庫 100.00 ㎡ 有
ガソリン，軽油，灯油，混合油，塗料，
シンナー等保管

職員用屋外倉庫 150.00 ㎡ 有

産廃置き場 50.00 ㎡ 無
廃プラスチック類，金属屑，ガラス，陶
磁器，コンクリート，混合物

風雨等の影響による周辺環境に配慮

車庫 150.00 ㎡ 有 乗用車４台，トラック２台，バス１台等

自転車置き場（生徒用） 36.00 ㎡ 有 30台程度（60㎝×２m×30台）

自転車置き場（職員用） 3.60 ㎡ 有 3台程度（60㎝×２m×3台）

バイク置き場（生徒用） 75.00 ㎡ 有 20台程度（1.5m×2.5m×20台）

バイク置き場（職員用） 18.75 ㎡ 有 5台程度（1.5m×2.5m×5台）

技能検定用広場（とび用） 1,500.00 ㎡ 無 運動広場兼用

駐車場 200.00 台 有 排水処理設備，外用水栓設置

教材車両試運転用道路 ㎡ 無
道幅6m程度で，他の用途（通路）との併
用可

直線100m程度

教材車両置場 400.00 ㎡ 無 教材車両40台

洗車場 55.00 ㎡ 無
排水処理設備，外用水栓
約５m×11m

計画面積

本
館
関
連

共用・管理

４号館
関連

自動車整備科 20人×２年

別表３

1



訓練科名 定員 名称 屋根の有無 用途 配慮事項・主な整備機器等

屋外実習場 100.00 ㎡ 無
コンクリートたたき施工実習，インター
ロッキング施工実習等

実習場との動線に配慮する

骨材置き場 30.00 ㎡ 無 砂，砂利
３区画に分割（3m×10m）
実習場及び屋外実習場との動線に配慮す
る

屋外倉庫 20.00 ㎡ 有 一輪車，リヤカー，ミキサ，ランマ等

外用水栓を設ける
実習場及び屋外実習場との動線に配慮す
る
出入口は，内法幅1.8ｍ高さ2.2m確保する

資材置き場 30.00 ㎡ 無
コンクリートブロック・インターロッキ
ング等

実習場及び屋外実習場との動線に配慮す
る

庭園実習場 600.00 ㎡ 無

栽培実習場 400.00 ㎡ 無 日当たり良い場所とする

温室 70.00 ㎡ 有 加温装置設置

資材置き場 20.00 ㎡ 有

技能検定用広場（造園用） 1,000.00 ㎡ 無

実習用車両車庫 100.00 ㎡ 有 パワーシャベル・高所作業車等

模擬家屋 100.00 ㎡ 有 木造骨組み，屋根，外壁のみ
木造，電気科と共用
給水設備（２５A）・排水設備（下水道
枡・雨水枡）が必要。

屋外倉庫 70.00 ㎡ 有

実習場近くが望ましい
配管材と鋼材（長尺5.5ｍ）を収納する。
洗い場を設ける。
重量物（コンクリート枡・ポンプ等）

木工科 10人 乾燥室 17.00 ㎡ 有
木材乾燥用、加熱空気式又は燃焼ガス式
天井高さ4m

外線実習場 900.00 ㎡ 無
配電工事実習，引き込み線工事実習，電
力メータ取り付け，支線工事

電柱の建柱作業あり

外線実習場用屋外倉庫 36.00 ㎡ 有 外線実習用資材置き場 照明・コンセント用電源の設置

模擬家屋 ㎡ 有 設備工事科と共用 仮設電源の設置

７号館関連 塗装施工科 10人 屋外倉庫 50.00 ㎡ 有 足場材用倉庫

８号館
関連

人材開発センター 屋外倉庫 60.00 ㎡ 有 技能検定用用具

付帯施設面積合計 6,341.35 ㎡

計画面積

５号館
関連

左官・エクステリ
ア科

10人

造園・ガーデニン
グ科

10人

６号館
関連

設備工事科 20人

電気科 20人

2



改修建物計画面積一覧（仙台高等技術専門校現3･4号館実習棟）

1年課程 合計 単位

実習場 280.50 280.50 ㎡
基本実習・施工実習・溶接実
習

・局所排気設備を設置する。
・溶接機器の電源を増やす。

実験室 77.40 77.40 ㎡ 給排水衛生設備の施工実習
・給排水設備を改修する。
（給水管50A必要）

工具室 19.20 19.20 ㎡

更衣室・給湯室 13.50 13.50 ㎡ ・床の修繕。給湯器交換。

測定室 69.00 69.00 ㎡ 冷凍空調実習
・給排水設備，電源設備を改
修する。

トイレ（男性用）・洗面所 18.00 18.00 ㎡ ・手洗場の改修

休憩室 24.75 24.75 ㎡ 学生の休憩スペース

談話ホール 50.72 50.72 ㎡ 学生の休憩スペース

計 553.07 553.07 ㎡

玄関・通路・階段 104.77 104.77 ㎡

科計 657.84 ㎡

教室 46.75 46.75 ㎡

実習場（研ぎ場含む） ㎡
実技における木材の手加工，
製品の組立て

・10名が並んで作業できる研
ぎ場とする。

接着場 ㎡
実技における木材の接着，乾
燥

実習場と隣接して設置する。

給湯室 ㎡
実技における木材の接着，組
立て時にお湯を使用

実習場と隣接して設置する。

機械実習場 238.40 238.40 ㎡ 実技における木工機械作業

増床改修、大型木工機械24台
設置，機械搬入のための大型
開口部設置（現有シャッター
程度），アンカーボルト固
定，各機械毎200Vコンセン
ト、天井に集塵ダクト設置
（現有設備と同等）

製品保管庫 完成した木工製品の保管

塗装場 木工製品の塗装

研摩室
木工製品の塗装における研磨
作業

倉庫
木材（板材，角材，ベニヤ
等）の保管

試験室
木材小型乾燥機（木材含水率
測定用）、強度測定機械の設
置

工具室
手工具，各種電動工具，金具
等の保管

トイレ（女性用）・洗面所 22.00 22.00 ㎡

談話ホール 50.72 50.72 ㎡

計 591.62 591.62 ㎡

玄関・通路・階段 67.59 67.59 ㎡

科計 659.21 ㎡

㎡

現塗装室と工具室を改修
局所排気装置（塗装ブー
ス），コンプレッサー設置
床水洗い

55.25 55.25 ㎡

倉庫の開口部は実習場側と談
話ホール側の2か所配置とし，
長大材搬入のため両開き戸で
高さ2,100㎜以上幅1,500㎜以
上確保

配慮事項・主な整備機器等

6
号
館
（

現
3
号
館
）

設備工事科

木工科

131.75 131.75

46.75 46.75

棟 訓練科名 名称
計画面積

用途

別表４



1年課程 合計 単位

実習場兼電気工事実習場 374.00 374.00 ㎡
電気工事に関する基礎・応用
実習

制御実験室・測定実習場
（93.5㎡）を併合・鉄骨設置

高電圧実習場 27.20 27.20 ㎡ 高圧受電設備に関する実習

工具室

倉庫

更衣室・給湯室 16.36 16.36 ㎡

休憩室 30.38 30.38 ㎡

トイレ（男性用）・洗面所 22.00 22.00 ㎡

談話ホール 50.72 50.72 ㎡

計 554.76 554.76 ㎡

玄関・通路・階段 105.37 105.37 ㎡

科計 660.13 ㎡

情報処理実習室 38.25 38.25 ㎡ デザイン用パソコン室

現更衣室，休憩コーナーを改
修
パソコン１２台、コピー複合
機２台、カッティングプロッ
タ１台

実習場 307.70 307.70 ㎡
主に学科および広告物製作実
習に使用（シート加工、出力
加工、木加工）

重量物６基（昇降盤、糸のこ
ミシン，インクジェットプリ
ンタ等）

塗装場（給湯コーナー） 49.50 49.50 ㎡
資材および塗料置き場、塗料
洗い場

準備室 12.80 12.80 ㎡ 指導員および講師準備室

工具室 14.26 14.26 ㎡ 工具置き場および資材置き場

倉庫 44.00 44.00 ㎡ 工具置き場および資材置き場

更衣室（男性） 25.36 25.36 ㎡ 現談話ホールを改修

更衣室（女性） 25.36 25.36 ㎡ 現談話ホールを改修

トイレ（女性用）・洗面所 18.00 18.00 ㎡

休憩室（現暗室） 14.40 14.40 ㎡
学生の休憩スペース兼学生相
談室

現暗室を休憩室に改修。
実習場から見えるガラスパー
テションとする。

計 549.63 549.63 ㎡

玄関（給湯コーナー）･通路･階段 51.27 51.27 ㎡ 玄関ホールに給湯機設置

科計 600.90 ㎡

現３号館合計 2,578.08 ㎡

配慮事項・主な整備機器等

6
号
館
（

現
3
号
館
）

電気科

34.10 34.10 ㎡

サインデザイ
ン科

棟 訓練科名 名称
計画面積

用途



1年課程 合計 単位

実習場Ａ 275.10 275.10 ㎡

実習場Ｂ 462.80 462.80 ㎡

高度技術室（測定実習室） 43.50 43.50 ㎡

コンプレッサ室 13.30 13.30 ㎡

工具室 80.00 80.00 ㎡

塗料調合室 50.50 50.50 ㎡ 危険物貯蔵倉庫一部改修

倉庫 41.25 41.25 ㎡

トイレ（男性用）・洗面所 21.45 21.45 ㎡ 洗面所に給湯コーナー設置

更衣室Ａ 12.00 12.00 ㎡

更衣室Ｂ 15.42 15.42 ㎡

休憩室Ａ 12.46 12.46 ㎡

休憩室Ｂ 13.38 13.38 ㎡

空調機械室 22.00 22.00 ㎡

計 1,063.16 1,063.16 ㎡

玄関・通路・階段 242.00 242.00 ㎡

科計 1,305.16 ㎡

現4号館1階合計 1,305.16 ㎡

7
号
館
（

現
4
号
館
）

配慮事項・主な整備機器等

塗装施工科

用途棟 訓練科名 名称
計画面積



1年課程 合計 単位

実習場 115.50 115.50 ㎡
・パソコンの基本操作及びマ
イコン実習を行う。

現マイコン実習室
デスクトップPC16台設置。

準備室 47.25 47.25 ㎡
・実習のための試作品を作成
する。

現開発支援装置室

通信実習室 76.88 76.88 ㎡
・回路組立てや実習で用いる
治具の作成等を行う。

現ハードウエア実習場

通信実践室 115.50 115.50 ㎡
・通信機器等の取扱いや操作
実習を行う。

現パソコン実習室
レーダー機器を設置するため，アン
テナケーブルの引き込み用配管の設
置

測定実習室 34.13 34.13 ㎡
・電気・電子・通信に関する
基礎的な測定を行う。

現測定室

通信施工実習室 115.50 115.50 ㎡
・模擬電柱等を設置し，屋
外・屋内配線の実習を行う。

現FB実習室（1/2）床面コンク
リート（模擬電柱ボルト固
定）

倉庫Ｂ 19.00 19.00 ㎡
・実習資材や訓練生の作品等
を保管する。

更衣室Ｂ（男性用） 27.50 27.50 ㎡

トイレ（男性用）・洗面所 20.90 20.90 ㎡ 洗面所に給湯コーナー設置

計 572.15 572.15 ㎡

制御・測定実験室 115.50 115.50 ㎡
制御盤組立て実習，各種計測
実習

現FB実習室（1/2）
実験用電灯盤（主幹100A，分
岐20A20回路），動力盤（主幹
100A，分岐20A10回路），接地
盤（A種）設置

計 115.50 115.50 ㎡

1年課程 合計 単位

共用ﾊﾟｿｺﾝ室 162.75 162.75 ㎡

作品展示室 50.00 50.00 ㎡

倉庫Ａ 13.50 13.50 ㎡

更衣室（女性用） 22.50 22.50 ㎡

トイレ（女性用）・洗面所 27.50 27.50 ㎡

資料室 19.58 19.58 ㎡

談話コーナー 24.94 24.94 ㎡

計 320.76 320.76 ㎡

現4号館2階計 1,008.41 ㎡

玄関・通路・階段 289.75 289.75 ㎡

現4号館2階合計 1,298.16 ㎡

現4号館合計 2,603.32 ㎡

配慮事項・主な整備機器等

共用

7
号
館
（

現
4
号
館
）

訓練科名 名称

計画面積

用途

電気科

棟

電子情報通信
ネットワーク

科
（白石校から
移設）

訓練科名 名称
計画面積

用途 配慮事項・主な整備機器等



【改修工事一覧】宮城県立高等技術専門校実習場（現3･4号館）　

現3･4号館改修工事

訓練科名 番号 工事内容 項目 備考

① 床段差工事 バリアフリー化 簡易スロープ設置等

②
3号館から4号館へのペデストリアン
デッキの屋根新設

バリアフリー化 雨に濡れずに本館へ移動可能とする。

③ 各所壁亀裂補修 長期保全
FB科，電子科，設備工事科等　異種下地対応目地
工事

④ 各所入り口を引き戸等に改修 バリアフリー化
玄関自動ドア設置・全入口ドアをハンガー引き戸
改修　等

⑤ 3号館中庭側外廊下に屋根新設 バリアフリー化
雨に濡れずに本館へ移動可能とする。2階バルコ
ニー下部に屋根新設

⑥ 各所給湯器の交換等 長期保全 7箇所交換，1箇所新設（塗装科）

⑦ エキスパンションジョイント改修 長期保全 各所水漏れ補修

⑧ 内装改修工事（床・壁・天井） 長期保全 全室を新設校と同等程度に改修する。

⑨ 空調設備・衛生設備 長期保全 中央式か個別式かを検討すること。

⑩ 電灯・動力設備 長期保全
ＬＥＤ化する。必要に応じて動力設備を見直すこ
と。

⑪ 外壁補修 長期保全 新築建物と統一感のあるデザインとする。

⑫ 玄関床補修 長期保全 降雨時の水溜りを補修する。

⑬ 教室（改修） 訓練科移設対応 更衣室・休憩室を改修する。壁新設・入口新設等

⑭ 研ぎ場設置 訓練科移設対応 業務用シンク新設等

⑮ 機械室増床 訓練科移設対応
壁撤去・新設工事・玄関ドア工事等，ダクト工
事，コンセント・動力配線整備，照明等

⑯ 塗装場・研磨室・製品保管室改修 訓練科移設対応 局所排気装置設置含む。

⑰ 倉庫・試験室・工具室改修 訓練科移設対応

電気科 ⑱ 実習場増床 新カリキュラム対応
模擬実習施設として制御・測定実習室を改修
実習用鉄骨骨組み設置

⑲ 情報処理実習室新設 新カリキュラム対応 更衣室・休憩室を改修

⑳ 男女更衣室の設置 新カリキュラム対応
談話ホールに新設・談話ホール解体時は本館の更
衣室を使用する。

階段・談話ホール ㉑
東西階段・談話ホール部分については，新築建物
との一体的な計画により必要でなくなる場合は解
体する。

塗装施工科 ㉒ 危険物貯蔵倉庫新設 長期保全
倉庫の一部を改修，耐火壁，サッシ開口部防火戸
等

電気科 ㉓ 制御・測定実験室新設 新カリキュラム対応
旧FB科実習室に間仕切り壁設置・出入口増設・実
験用電灯盤（100A）・動力盤（100A）・接地盤
（A種）

電子情報通信ネッ
トワーク科

㉔ 通信施工実習室 訓練科移設対応 旧FB科実習室に間仕切り壁設置

共用 ㉕ 共用パソコン室 ＯＡフロアー改修

新築工事関連

訓練科名 工事内容 備考

設備工事科 ㉖ 倉庫 新カリキュラム対応 倉庫70㎡を別棟で実習場に隣接して増築する。

木工科 ㉗ 乾燥室（別棟17㎡） 訓練科移設対応
木材乾燥用として，加熱空気式又は燃焼ガス式を
木工科に隣接して新設する。

現
4
号
館

電子情報通信ネッ
トワーク科

㉘ 屋上にレーダー装置のアンテナ設置 訓練科移設対応

４号館の屋根より高い位置の設置が必要なため，
新設建物の屋上等にレーダー機器を設置するた
め，アンテナケーブルの引き込み用配管を設置す
る。

現
3
号
館

木工科

サインデザイン科

現
4
号
館

共
通

現
3
号
館

別表５



番号 名称 構造 階数 築年 延べ面積（㎡） 備考

① 寄宿舎 RC 3 昭和42年 1049.74
基礎：コンクリートパイル61本
附属：ボンベ室

② 左官科実習場 RC 一部2階 昭和45年 288.00 丸太杭44本

③
インテリアサービス科実
習家屋

W 1 昭和60年 15.00

④ 車庫 S 1 昭和39年 105.00

⑤ 温室 RC 1 18.00 面積18㎡程度

⑥ 便所（体育館前） S 1 平成5年 31.20

⑦ 倉庫４棟 W 1 140.00 面積35㎡×4棟＝140㎡

⑧ 体育館 RC 1 昭和47年 983.37

⑨ 人材開発センター S 一部2階 昭和50年 919.75

⑩ 人材開発センター仮設棟 RC 1 平成10年 118.40

⑪ 電気工事科倉庫 W 一部2階 昭和58年 9.72

⑫ 製材機械科・建築科倉庫 W 1 昭和42年 66.00

⑬ 造園科教室 S 1 昭和39年 102.00 コンクリートブロック積

⑭ ボイラー棟 RC 1 平成5年 105.00 地下重油タンク

⑮ 危険物倉庫 RC 1 平成8年 66.05

⑯ １号館実習棟 RC 一部2階 平成8年 1018.51 コンクリートパイル 解体R9末〜

⑰ ２号館実習棟 RC 1 平成7年 958.05 コンクリートパイル 解体R9末〜

⑱ 本館 RC 4 昭和43年 3372.06 基礎：コンクリートパイル140本

⑲ 車庫 RC 1 昭和39年 51.56

⑳ 倉庫 CB 1 昭和39年 216.00

㉑ 渡り廊下 S 1 平成8年 17.00 1号館から2号館への外部通路

A キュービクル 1 （10.0） 面積10㎡程度

B
自転車置き場及びバック
ネット

S,CB 1 15.00
【バックネット】長さ22m，高さ5m程
度

C 自転車置き場 W 1 18.00

D
ペデストリアンデッキ・
階段・談話ホール等

S 1 平成6年 （214.70）
新築建物の計画により不要となる場合
には解体する。コンクリートパイルあ
り。

E 廃棄置き場１ RC 1 21.00

F 廃棄置き場２ RC 1 36.00

G
ブロック積み屋外実習
場・骨材置き場

RC 1 (40.00)

H 電力・給水等設備
高架水槽、受水槽、クーリングタ
ワー、変電室

I 廃棄置き場３ RC 1 90.00

J 外周フェンス 約900m

合計 9830.41

※解体建築物等の位置は別図３の解体建築物等位置図を参照のこと。

解体建築物等一覧 別表６



別図１

計画敷地位置図
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車両出入口

歩行者用出入口

令和６年度改修

ペデストリアンデッキ等は

計画上支障がある場合には

解体する。

令和６年度解体 令和７年度解体

令和７年度解体

令和９年度末

～10年度解体

解体建築物等位置図

別図３

※図に記載の解体建築物等の

番号等は別表６解体建築物等

一覧を参照

J（外周フェンス約900m）

（誘導員を配置する場合は

工事車両の通行は可能）



車両出入口

歩行者用出入口

仮設本館想定エリア

本館実習棟想定エリア

6号館，7号館 改修

実習場想定エリア

別図４

想定配置図

庭園実習場 栽培実習場

教材車両置場
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１ 気仙沼高等技術専門校の概要 

（１）設立の目的 

本校は，職業能力開発促進法に基づく宮城県立の職業能力開発校で，技能者の育成と在職

労働者の技能の向上を図り，地域の経済及び社会の発展に寄与する目的で，昭和３７年に公

共職業訓練施設として開設され，産業社会において必要な技能技術者の養成を行っています。 

新たに就職する方や職業転換をしようとする方に対して，基礎的な技能に関する知識の習

得及び技能訓練を実施しています。 

なお，これまでの修了生は３,９９６人（令和４年３月３１日現在）で，県内各地において

活躍しています。 

 

（２）校訓及び校章 

イ 校訓 

               ・自覚 

                自主独立の精神に徹し，あらゆる困難をも克服できる，立派

な人間になるよう心掛ける。 

               ・誠実 

実直，明朗で，根性のある優秀な技能者となるよう心掛ける。 

・勤勉 

責任感が強く，積極的で，つねに想像力をもち，生涯豊かな

生活ができるよう努力する。 

 

ロ 校章及び由来 

 県花で親しまれている宮城の萩の葉（３枚）を配置し，可憐

な中にも人格の円満性を表し，技能にかかせないコンパスで，

ＶＯＣＡＴＩＯＮＡＬ（職業）の頭文字Ｖを表現，ハンマーで

ＴＲＡＩＮＩＮＧ（訓練）のＴを表現，技術の向上と鍛練に不

可欠なコンパスとハンマーを基に，将来の宮城県を背負う技術

者養成校として，飛躍する気仙沼高等技術専門校のイニシャル

Ｋが，Ｔと組み合わされ，横に図案化されているものです。 

 

  

自 覚 

 
誠 実 

 
勤 勉 
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（３）沿  革 

昭和３３年１１月 気仙沼市長，商工会議所会頭，技能者訓練協会及び船舶工業（協）

組合長から，造船工，鉄工，機械工を養成する職業訓練所の設置

について知事，県議会に請願される。 

昭和３３年１２月 県議会において採択される。 

昭和３６年 ６月 気仙沼市から気仙沼市西みなと町５７番地の敷地が寄付される。 

昭和３７年 ３月 同上の敷地に建物が完成する。 

昭和３７年 ４月 宮城県気仙沼職業訓練所として設立し，機械科（専修課程）及び

溶接科（専修課程）で訓練を開始する。 

昭和３９年 ４月 溶接科（転職訓練６か月）を新設する。 

昭和４４年１０月 校名を宮城県立気仙沼専修職業訓練校と改称する。 

昭和４９年 ４月 宮城県立気仙沼高等技術専門学校と改称し，自動車整備技術科

（高等訓練課程高卒１年）を新設する。 

昭和４９年 ７月 気仙沼市字大峠山１－１７４番地の現在地に移転開校する。 

昭和５２年 ４月 自動車整備技術科を自動車整備科と改称する。 

昭和５３年 ４月 校名を宮城県立気仙沼高等技術専門校と改称する。 

 ４月 自動車整備科（高等訓練課程高卒１年）を（普通課程高卒１年）

に改称する。 

昭和５８年 ４月 経理事務科（普通課程高卒１年）を新設する。 

平成 元年 ４月 溶接科（専修課程）を廃止し，金属加工科（普通課程中卒２年）

を新設する。 

平成 ２年 ３月 機械科（専修課程）を廃止し，金属加工科に切り替える。 

４月 無料職業紹介業務を開始する。 

平成 ３年 ４月 自動車整備科を高卒２年課程に切り替える。 

４月 経理事務科をＯＡ経理科と改称する。 

平成 ６年 ４月 溶接科（能力再開発訓練６か月）を短期課程（１年）に切り替え

る。 

平成 ７年 ３月 金属加工科を廃止する。 

平成１３年 ４月 ＯＡ経理科をＯＡ事務科と改称する。 

平成１６年 ４月 溶接科（短期課程）訓練期間６か月に移行する。 

平成２０年 ４月 ＯＡ事務科をオフィスビジネス科と改称する。 
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（４）組  織 

 

 

（５）職  員                 

令和４年５月１日現在  

区  分 

校

長 

副

校

長 

庶  務 訓 練 班 
 

 

 

計 

 

 

 

(人) 

摘  要 

次

長

（

庶

務

担

当

） 

主

任

主

査 

訓
練
環
境
整
備
・
運
転
業
務
員 

上

席

指

導

員

（

班

長

） 
主
任
指
導
員
（
副
班
長
） 

副

主

任

指

導

員 

技

術

主

査 

向

上

訓

練

等

推

進

員 

委
託
訓
練
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー 

時

間

講

師 

事務吏員 １ １ １ １         ４  

技術吏員      １ １ １ １    ４  

会計年度 

任用職員 
    １     １ １ 10 13 

【時間講師】 
自動車整備科 4 
オフィスビジネス科3 
溶接科 3 

計（人） １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ 10 21  

 

  

校 長 副校長 

庶  務 

訓 練 班 

自 動 車 整 備 科 

オフィスビジネス科 

溶 接 科 
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２ 令和４年度事業内容 

（１）普通職業訓練［普通課程］ 

（単位：人） 

区分 科   名 定 員 訓練期間 備    考 

普
通
職
業
訓
練 

普

通

課

程 

自 動 車 整 備 科 
１年 15 

２年 高等学校卒業者又は同等者 
２年 15 

オフィスビジネス科 15 １年 同   上 

計 45   

 

（２）普通職業訓練［短期課程］ 

（単位：人） 

区分 科   名 定 員 訓練期間 備    考 

普 

通 

職 

業 

訓 

練 

短 

期 

訓 

練 

施設内

訓 練 
溶 接 科 5 ６か月 

新卒者，離転職者及び求職中の者 

４月入学 

施設外

訓 練 

(委託) 

ＩＴ基礎科 

（自由提案枠） 
15 ３か月 

離職者等再就職訓練 

（15 人×１回） 

ＯＡ経理事務科 15 ３か月 
同上 

（15 人×１回） 

介護職員初任者 

研修科 
10 ２か月 

同上 

（ 5 人×2回） 

計 45  
 

 

（３）追加習得訓練 

（単位：人） 

区分 科   名 定 員 訓練期間 備    考 

普 

通 

職 

業 

訓 

練 

短 

期 

訓 

練 

施 
 

設 
 

内 
 

訓 

練 

オ
フ
ィ
ス
ビ
ジ
ネ
ス
科 

デジタル化による 

業務効率化 
20 12 時間 在職者訓練（10 人×2 回） 

パソコンの操作技術 10 12 時間 同 上 （10 人×1回） 

ＩＴを使った 

情報発信 
10 12 時間 同 上 （10 人×1回） 

簿記検定３級講座 10 12 時間 同 上 （10 人×1 回） 

続・簿記検定３級講座 10 12 時間 同 上 （10 人×1回） 

ＣＡＤ講座(基礎) 10 12 時間 同 上 （10 人×１回） 

 溶 接 科 

(アルミ溶接基本作業) 
10 12 時間 同 上 （10 人×1回） 

計 80   
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（４）入学状況 

イ 定員及び入学者 

（単位：人/令和４年４月１日現在） 

区 分 科  名 定員 
応募

者数 

受験

者数 

合格

者数 

入学

者数 

学  歴 
在校者数 

中卒 高卒 短大卒 大卒 

普 

通 

職 

業 

訓 

練 

 

普 

通 

課

程 

自動車整備科 

（ １ 年 生 ） 
15 5 5 5 5   5   5 

自動車整備科 

（２年生） 
15 (11) (11) (9) (9)   (9)   8 

オフィス 

ビジネス科 
15 7 7 7 7  7   7 

短

期

課

程 

溶接科 5 2 2 2 2  1  1 2 

令和４年度計 35 14 14 14 14  13  1 14 

令和３～４年度計 50 25 25 23 23  22  1 22 

            （ ）は前年度実績 

※応募者・受験者は延べ人数（推薦・一般の重複受験） 

      

ロ 年齢別入学者数 

（単位：人/令和４年４月１日現在） 

区分 科  名 ～17 歳 
18 歳～ 

20 歳 

21 歳～ 

25 歳 

26 歳～ 

30 歳 
31 歳～ 計 

普

通

職

業

訓

練 

普
通
課
程 

自 動 車 整 備 科 

（１年生） 
 4 1   5 

自 動 車 整 備 科 

（２年生） 
 （8） (1)   （9） 

オフィスビジネス科  5 1  1 7 

短
期
課
程 

溶 接 科  1   1 2 

令和４年度計  10 2  2 14 

令和３～４年度計  18 3  2 23 

（ ）は前年度実績 
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ハ 出身地別入学者数 

（単位：人/令和４年４月１日現在） 

区分 

 

 

市町村名 

普 通 職 業 訓 練 

令和４ 

年度計 

令和３～

４年度計 

普 通 課 程 短期課程 

自動車整備科 オフィス 

ビジネス科 
溶接科 

１年生 ２年生 

気 仙 沼 市 3 （8） 6 2 11 19 

南 三 陸 町       

仙 台 市       

大 崎 市 1    1 1 

岩 手 県 一 関 市  (1) 1  1 2 

岩 手 県 陸 前 高 田 市 1    1 1 

計 5 （9） 7 2 14 23 

（ ）は前年度実績 

 

ニ 出身校別入学者数 

（単位：人/令和４年４月１日現在） 

区分 

 

 

学校名 

普 通 職 業 訓 練 

令和４ 

年度計 

令和３～

４年度計 

普 通 課 程 短期課程 

自動車整備科 オフィスビ

ジネス科 
溶接科 

１年生 ２年生 

気 仙 沼 高 等 学 校 1  2  3 3 

気仙沼向洋高等学校  (5)  1 1 6 

本 吉 響 高 等 学 校 1 (2) 2  3 5 

志 津 川 高 等 学 校   1  1 1 

仙台育英学園高等学校 1    1 1 

岩 出 山 高 等 学 校 1    1 1 

一 関 学 院 高 等 学 校  (1) 1  1 2 

一 関 修 紅 高 等 学 校  (1)    1 

高 田 高 等 学 校 1    1 1 

岩手県立高等職業訓練校   1  1 1 

工 学 院 大 学    1 1 1 

計 5 (9) 7 2 14 23 

（ ）は前年度実績 
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３ 訓練内容 

（１）普通職業訓練［普通課程］ 

イ 自動車整備科 

【訓練目標】 

自動車の整備に必要な，機械・器工具並びに検査機器の取扱い及び自動車の構造・機能の知

識，整備技能（受入検査，分解，点検，組立，調整，故障診断，完成検査等）の習得とともに，

サービスマンとして必要な知識，接客の心構えなどを訓練しながら，２級自動車整備士の資格

を取得し，将来職場の中堅幹部となる人材の育成を図る。 

 

【訓練内容】 

学 科 

自動車の構造・性能（ガソリンエンジン，ジーゼルエンジン，シャシ，電気装置），

自動車の力学・数学，電気・電子理論，燃料・潤滑剤，材料，図面，自動車整備

作業，機器の構造・取扱い（整備作機器，測定機器，検査機器），自動車検査，法

規，安全衛生 

実 技 
手仕上げ工作，機械工作，測定作業，エンジン・シャシ・電気装置の点検・分解・

組立・調整・検査作業，故障原因探究，自動車検査作業 

 

【資格・免許等】 

○２級自動車整備士（ガソリン，ジーゼル）試験実技免除 

○ガス溶接技能講習修了証 

○研削といし・アーク溶接特別教育修了証 

○電気自動車等の整備の業務特別教育修了証 

 

 

ロ オフィスビジネス科 

【訓練目標】 

企業の要求に適応できる幅広い知識・技能を持った人材を養成する。そのため，ＯＡ機器の

操作・取扱いと併せ，簿記・会計，商法・税法等の会計法規に基づいた一般的な会計処理，及

び財務諸表の作成，建設業経理事務，接遇など事務一般の知識を習得させる。 

 

【訓練内容】 

学 科 
事務一般，応接法，コミュニケーション概論，ＯＡ機器，ＯＡ機器操作法，プレ

ゼンテーション概論，簿記及び会計，安全衛生，文書実務 

実 技 

事務処理基本実習，ＯＡ機器操作基本実習，応接実習，コミュニケーション実習，

安全衛生作業法，ＯＡ機器操作実習，プレゼンテーション実習，簿記及び会計実

務，建設業経理事務実習 

 

【資格・免許等】 

○簿記検定２～３級，○日商ＰＣ検定（文書作成・データ活用）２～３級， 

○日商ＰＣ検定（プレゼン資料作成）３級，○税務検定３級，○秘書検定３級， 

○建設業経理事務士検定３級 
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ハ 主な校内行事 

月 行   事 

４ 入学式，第一期始業式，オリエンテーション，交通安全講話，労働安全衛生講話 

５ 研削といし特別教育講習，ガス溶接技能講習，アーク溶接特別教育講習（～６月） 

６ 防災訓練，第１回オープンキャンパス 

７ 
健康診断，第一期末試験，職業講話，就職応募前セミナー，三者面談，第一期終業式（普

通課程） 

８ 指導員現任者研修，夏季休業，第一期終業式（溶接科），第二期始業式 

９ 第２回オープンキャンパス，マイカー点検キャンペーン参加，溶接科修了式 

１０ 就職応募前セミナー，推薦入学選考 

１１ 第二期末試験（～１２月） 

１２ 一般入学選考（一次），第二期終業式，冬季休業 

１ 第三期始業式，就職応募前セミナー（自動車整備科１年） 

２ 一般入学選考（二次），修了試験，技能照査，年次末試験，入学説明会（第１回） 

３ 修了式，第三期終業式，春季休業，一般入学選考（三次），入学説明会（第２回） 
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（２）普通職業訓練［短期課程］ 

イ 溶接科 

【訓練目標】 

 電気溶接のうち，被覆（手）アーク溶接及び炭酸ガスアーク溶接による軟鋼板の下向き溶接

及び水平すみ肉溶接ができるとともに，ＴＩＧ溶接の基本を習得させる。また，ガス溶接作業

及び切断作業の基本を習得させるとともに，工作図に基づき溶接施工ができる技能と知識を習

得させる。 

※ 溶接技能者評価試験 被覆アーク溶接及び炭酸ガスアーク溶接の基本級 

 

【訓練内容】 

学 科 
機械工学概論，電気工学概論，電気溶接法，ガス溶接法，溶接材料，製図，安全

衛生 

訓 練 
測定・仕上げ基本作業，アーク溶接基本作業，ガス溶接・切断基本作業，溶接作

業，溶接組立作業，試験・検査作業，安全衛生作業法 

 

【資格・免許等】 

○ガス溶接技能講習修了証 

○研削といし・アーク溶接特別教育修了証 

○アーク溶接適格性証明書 

 

ロ 委託訓練（離職者等再就職訓練） 

求職者及び離転職者等に対する職業訓練のうち，民間教育施設で実施することが迅速か

つ効果的な訓練について業務を委託し，再就職の促進を図る。 

科  名 定  員 入学予定時期 備  考 

ＩＴ基礎科 

（自由提案枠） 
15 人×1 回 ９月  

 
ＯＡ経理事務科 15 人×1 回 １０月 

介護職員初任者研修科 5 人×2 回 ７月，１０月 

計 40 人   

 

ハ 追加習得訓練（在職者訓練） 

職業に必要な相当程度の技能を有する在職労働者に対し，その職業に必要な技能を追加

し習得させるために実施する。 

科  名 回数 延定員 時 間 実施予定時期 備  考 

オフィスビジネス科 ７回 10 人×7 回 各 12 時間 

７月，８月， 

９月，１０月，

１１月 

 

溶 接 科 １回 10 人×1 回 12 時間 ７月  
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４ 令和３年度訓練実績 

（１）普通職業訓練［普通課程］ 

イ 入学・修了者数 

（単位：人/令和４年３月３１日現在） 

区
分 

科  名 定員 
応募 

者数 

合格 

者数 

入学 

者数 

中退 

者数 

修了（進

級）者数 
備  考 

普

通

課

程 

自動車整備科１年 15 9 9 9 1 (8) 

２年に進級 

１人は自己

都合による

中退 

自動車整備科２年 15 5 4 4 0 4  

オフィスビジネス科 15 15 15 15 0 15  

計 45 29 28 28 1 
19 

(8) 
 

 

ロ 就職（内定）状況 

（単位：人/令和４年３月３１日現在） 

区
分 

科  名 
修了 

者数 

内     訳 就  職  地 

備 考 自家 

就業 
未定 進学 就職 県内 県外 

普

通

課

程 

自動車整備科２年 4 0 0 0 4 4 0  

オフィスビジネス科 15 0 2 0 13 13 0  

計 19 0 2 0 17 17 0  

 

ハ 就職先 

自動車整備科 宮城日産自動車㈱，宮城スバル自動車㈱，仙台トヨペット㈱ 

オフィスビジネス科 

さいとう矯正歯科クリニック，気仙沼信用金庫，気仙沼漁業協同組合,

㈱磯屋水産, 畠和水産㈱,㈱オートボディ菅原, ㈱ユニクロ気仙沼店, 

気仙沼市(会計年度任用職員），アオキ㈱，気仙沼製氷冷凍業協同組合，

㈱リバーヴ，㈱丸本建設，㈱ヤヨイサンフーズ                     
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（２）普通職業訓練［短期課程］ 

イ 施設内及び委託訓練（離職者等再就職訓練） 

（イ）入学・修了者数 

（単位：人/令和４年３月３１日現在） 

区分 科  名 定員 
応募 

者数 

合格 

者数 

入学 

者数 

中退 

者数 

修了 

者数 
備  考 

 
 

 
 

短

期

課

程 

施

設

内

訓

溶接科(６か月訓練) 5 1 1 1 0 1  

 
小 計 5 1 1 1 0 1 

 

委 

託 

訓 

練 
 

 

介護職員初任者研修科 

（離 18） 
6 6 6 6 0 6 

離職者等再就職訓練 

（３か月訓練） 

ＯＡ経理実務科 

（離 24） 
15 9 9 9 0 9 

IT 基礎科 

（離 41） 
15 3 ─※ ─※ ─※ ─※ 

小 計 36 18 15 15 0 15 

計 41 19 16 16 0 16  

※ ＩＴ基礎科（離４１）については，応募者数が少ないため中止。 

 

（ロ）就職状況 

（単位：人/令和４年３月３１日現在） 

区分 科  名 

修

了

者

数 

内  訳 就職地 備  考 

未定 進学 就職 県内 県外 

 

       
 
 
短 
 
期 
 
課 
 
程 

施

設

内

訓

練 

溶接科(６か月訓練) 1 0 0 1 1 0 

小 計 1 0 0 1 1 0 

委
託
訓
練 

介護職員初任者研修科 
（離 18） 

6 0 0 6 5 1 

ＯＡ経理実務科 
（離 24） 

9 5 0 4 3 1 

小 計 15 5 0 10 8 2 

計 16 5 0 11 9 2  
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ロ 追加習得訓練（在職者訓練）実施状況 

科 名 訓  練  内  容 
定 

員 

応募

者数 

入学

者数 

修了

者数 
実施期日 

オフィス

ビジネス

科 

簿記検定３級講座 10 4 - - 

応募者少数につき中

止（9月 11 日，12

日予定） 

続・簿記検定３級講座 10 2 - - 

応募者少数につき中

止（10 月 9 日，10

日予定） 

Word 基本操作 10 9 8 8 10 月 30 日，31 日 

Excel 基本操作 10 11 11 10 11 月 13 日，14 日 

ホームページ作成 10 5 5  3 12 月 11 日，12 日 

ＣＡＤ基本操作 10 13 11 11 12 月 18 日，19 日 

溶 接 科 アルミ溶接基本作業 10 12 10 10 11 月 18 日，19 日 

計 70 56 45 42  

 

 

 



 

 

５-１ 修了者状況（昭和３７年度～６３年度） 
（１）普通職業訓練・普通課程等（修了者 1,600 人）                                                        R4.3.31 現在 

年度 

訓練科目名 

昭和 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 S37～63 

小計 

専修 

課程 

機 械 科 38 40 47 35 44 39 45 41 23 25 24 24 26 22 21 29 17 23 18 19 10 18 6 4 8 6 3 655 

溶 接 科 34 46 40 30 41 39 28 44 34 29 17 25 26 31 31 35 18 22 16 21 16 25 14 12 12 7 ５ 698 

普 

通 

課 

程 

金属加工科                            ━ 

自動車整備科             8 9 12 13 27 21 15 13 13 15 6 11 11 11 12 197 

経理事務科                      11 8 6 5 10 10 50 

OA 経理科                            ━ 

OA 事務科                            ━ 

オフィスビジネス科                            ━ 

（２）普通職業訓練・短期課程（修了者 338 人） 

①（施設内）在職者訓練を除く（修了者 163 人） 

溶 接 科   11 11 7 7 6 3 5 21 8 12 10 8 7 4 3 3 6 6 4 2 3 6 2 4 4 163 

パソコン事務科                            ━ 

②（施設外）（大型一種・けん引・二種・情報管理等）（修了者 123 人） 

自動車運転科       4 10 7 9 14 13 0 7 9 0 0 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 123 

パソコン事務科                            ━ 

パソコン短期実践科                            ━ 

観光サービス科                            ━ 

電子会計実務科                            ━ 

OA 基礎科                            ━ 

IT 基礎科                            ━ 

訪問介護科                            ━ 

医療事務科                            ━ 

建設重機操作科                            ━ 

玉掛け，小型移動式クレーン運転科                            ━ 

③農業転換者職業訓練（施設内）（修了者 52 人） 

建 設 科           28 7                35 

溶 接 科          6 7 4                17 

 

合  計 72 86 98 76 92 85 83 98 69 90 98 85 70 77 80 81 65 74 60 64 48 76 42 44 43 43 39 1,938 

 
 



 

 

５-２ 修了者状況（平成元年度～２７年度） 
（１）普通職業訓練・普通課程等（修了者 630 人）                                                         R4.3.31 現在 

年度 

訓練科目名 

平成 

元 

２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 H 1～ 2 7 

小計 

S37～

累計 

専修 

課程 

機 械 科 7                           7 662 

溶 接 科                            ━ 698 

普 

通 

課 

程 

金属加工科  8 6 4 6 5                      29 29 

自動車整備科 9 10 0 12 8 9 12 11 10 9 13 10 12 13 14 8 13 8 12 13 14 16 14 9 6 8 12 285 482 

経理事務科 8 10                          18 68 

OA 経理科   10 9 9 12 12 13 14 14 15 15                123 123 

OA 事務科             15 14 13 11 15 14 14         96 96 

オフィスビジネス科                    11 15 14 8 8 5 4 7 72 72 

（２）普通職業訓練・短期課程（修了者 1,111 人） 

①（施設内）在職者訓練を除く（修了者 164 人） 

溶 接 科 3 1 3 2 4 9 9 7 4 5 5 7 4 3 2 5 5 4 3 4 11 7 3 3 8 3 3 127 290 

パソコン事務科              9 10 8 10           37 37 

②（施設外）（大型一種・けん引・二種・情報管理等）（修了者 947 人） 

自動車運転科 5 4 4 4 4 5 5 5 5 10 12 13 5 10 15 15 15 5 4 4        149 272 

パソコン事務科                  10 10         20 20 

パソコン短期実践科            10 30 38 24 10 10 10          132 132 

観光サービス科                   5         5 5 

電子会計実務科                   10 17        27 27 

OA 基礎科                     20 20 21 13 5 15  94 94 

IT 基礎科                      28 97 49 57 57 61 349 349 

訪問介護科                      13 13 20 7   53 53 

医療事務科                      19 10 5    34 34 

建設重機操作科                      13 20  6   39 39 

玉掛け，小型移動式クレーン運転科                      19 19 7    45 45 

③農業転換者職業訓練（施設内）（修了者━人） 

建 設 科                            ━ 35 

溶 接 科                            ━ 17 

 

合  計 32 33 23 31 31 40 38 36 33 38 45 55 66 87 78 57 68 51 58 49 60 149 205 114 94 87 83 1,741 3,679 

 

 



 

 

５-３ 修了者状況（平成２８年度～令和３年度） 
（１）普通職業訓練・普通課程等（修了者 100 人）                                                         R4.3.31 現在 

年度 

訓練科目名 

平成 

28 

29 30 令和

元 

2 3                      28～３ 

小計 

S37～

累計 

専修 

課程 

機 械 科                            ━ 662 

溶 接 科                            ━ 698 

普 

通 

課 

程 

金属加工科                            ━ 29 

自動車整備科 10 8 8 10 5 4                      45 527 

経理事務科                            ━ 68 

OA 経理科                            ━ 123 

OA 事務科                            ━ 96 

オフィスビジネス科 6 10 11 6 7 15                      55 127 

（２）普通職業訓練・短期課程（修了者 168 人） 

①（施設内）在職者訓練を除く（修了者 15 人） 

溶 接 科 2 4 2 5 2 1                      16 306 

パソコン事務科                            ━ 37 

②（施設外）（大型一種・けん引・二種・情報管理等）（修了者 155 人） 

自動車運転科                            ━ 272 

パソコン事務科                            ━ 20 

パソコン短期実践科                            ━ 132 

観光サービス科                            ━ 5 

電子会計実務科                            ━ 27 

OA 基礎科                            ━ 94 

IT 基礎科 17 53 46 39 28                       183 532 

OA 経理実務科      9                      9  9 

訪問介護科                            ━ 53 

医療事務科                            ━ 34 

建設重機操作科                            ━ 39 

玉掛け，小型移動式クレーン運転科                            ━ 45 

介護職員初任者研修科     3 6                       9  9 

③農業転換者職業訓練（施設内）（修了者━人） 

建 設 科                            ━ 35 

溶 接 科                            ━ 17 

 

合  計 35 75 67 60 45 35                      317 3,996 



 

１６ 
 

６ 過去１０年間（＋震災前後平成 22/23 年度）の入学者・就職（内定）率の推移 
（１）入学者の推移 

イ 普通課程 
自動車整備科・オフィスビジネス科の各定員は１５人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ロ 短期課程（溶接科） 
定員は各コース５人（令和２年度は１期のみ（統計上「前期６か月訓練に掲載」） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）就職（内定）率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注１）就職者には，自家就業も含む。 
（注２）溶接科の就職率は各コースの合計値 
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高等技術専門校新築等設計 

公募型プロポーザル判定委員会設置要綱 

 
（設置） 
第１条 設計業務において，より優れた設計者を公募型プロポーザル（以下，「プロポーザル」と
いう。）によって選定する場合の検討・審査等を行うため，公募型プロポーザル判定委員会（以
下「判定委員会」という。）を設置する。 

 
（判定委員会の所掌事務及び報告義務） 
第２条 判定委員会は，次に掲げる事務を所掌する。 
（１）プロポーザルの実施要項等の策定に関すること。 
（２）プロポーザルによる設計者の評価・選定に関すること。 
（３）プロポーザルに係る提案書類等を審査し，設計候補者を選定すること。 
２ 判定委員会は，前項の選定結果を判定結果報告書により知事に報告する。 
 
（組織） 
第３条 判定委員会は判定委員５名をもって構成する。 
２ 判定委員は，別表に掲げる者を充てる。 
 
（任期） 
第４条 判定委員の任期は，別に定める。 
 
（会長及び副会長） 
第５条 判定委員会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は，判定委員の互選によって定める。 
３ 会長は会務を総理し，判定委員会を代表する。 
４ 副会長は会長を補佐し，会長に事故あるとき又は欠けたときは，その職務を代理する。 
 
（会議） 
第６条 判定委員会の会議は，会長が必要に応じて招集し，その議長となる。 
２ 判定委員会の会議は，判定委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 
３ 判定委員会の議事は，出席した判定委員の過半数をもって決定し，可否同数のときは，議長

の決するところによる。 
４ 会長は必要に応じて，判定委員会の会議に判定委員以外の者の出席を求めることができる。 
５ 会長及び副会長が定められていないときは，事務局が会議を開く。 
 
（秘密の保持） 
第７条 判定委員は，審査上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 
 
（責務） 
第８条 判定委員は，プロポーザルに参加する設計者に対して援助を行ってはならない。 
 
（事務局） 
第９条 判定委員会の庶務は，土木部営繕課において処理する。 
 
（その他） 
第１０条 この要綱に定めるもののほか，判定委員会の運営に関して必要な事項は，会長が定め
る。 
 

附 則 
１ この要綱は，令和４年７月２０日から施行する。 
 



 

 

 

別表（第３条関係） 

 

高等技術専門校新築等設計公募型プロポーザル判定委員会 

判定委員名簿 

 

 

区  分 人  数 

学識経験者 １  名 

行政（国） １  名 

行政（県） ３  名 

 



 

 

 

高等技術専門校新築等設計 

公募型プロポーザル判定委員会 判定委員名簿 

 

※凡例：◎会長 ○副会長 

 

※ 分野 区  分 氏  名 所 属・役 職 

◎ 建築 学識経験者 石井
い し い

 敏
さとし

 東北工業大学 教授（副学長・建築学部長） 

○ 建築 行政（国） 松村
まつむら

 達夫
た つ お

 
国土交通省 東北地方整備局 

営繕部 整備課長 

 産業 行政（県） 大庭
お お ば

 豪樹
ひ で き

 宮城県 経済商工観光部 副部長 

 産業 行政（県） 門脇
かどわき

 克
かつ

行
ゆき

 宮城県 仙台高等技術専門校 校長 

 建築 行政（県） 小出
こ い で

 昇
のぼる

 宮城県 土木部 副部長 

敬称略  


